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はじめに
本稿では，日露戦争後から第二次世界大戦終了まで
の時期における我が国職業教育訓練の制度面での変遷
とその経済的な土台について考察することを目的とし
ているO この時期は第一次世界大戦期における未曽有
の経済的活況をふまえて近代的職業教育訓練が著しく
発展し制度としての生成が進むが，一方で戦時体制の
下で第2次世界大戦の敗戦へと向かう過程で極端な空
洞化が生じ，システムとしての機能を失い没落してい
く。
日露戦争後，大工場体制が確立していく過程で，よ
り高度の技術体系とそれに見合う熟練労働力が要請さ
れ，見習工に代わって養成工の制度が形成されるO 企
* 専修大学商学部教授
中野育男*
業は義務教育または高等小学校修了者を養成工として
採用し，企業の技術体系に適合した技術教育を行うこ
とになった。この養成工制度は昭和 10年代の戦時経
済体制の下で飛躍的に拡大すると同時に，内容的には
空疎化し太平洋戦争末期には崩壊する O 戦時経済の進
展は，急激な重工業化をもたらし，それに見合う大量
の熟練労働力を必要とするに至った。大工場における
熟練労働力の自給体制であった養成工制度が，法律に
よって一挙に中小工場にまで拡大されることになっ
た。しかも，戦局は熟練工を直接兵力として徴発して
しまったので，養成期間は急速に短縮され，熟練工養
成の機能を果たせないまでになった。
養成工制度と表裏の関係で形成されたのが，日本的
労使関係としての年功制と終身雇用であった。熟練工
の養成は専ら企業の負担において行われたから，企業
はコストをかけて養成した労働者を企業に長期にわ
たって留めておくことが コスト回収のためにも必要
であった O しだいに不安定化する労使関係の安定のた
めにも望ましかったO そこで勤続長期化のための方策
として，温情主義的な福利厚生の施策とともに，企業
内に形成された職務の体系に見合って，下級職務から
上級職務に上昇する昇進の制度と，年々の経験の蓄積
を前提とした昇給の制度が形成されていった。(隅
谷・下 1頁)
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1 .日露戦争後の経済発展と養成工制度
日露戦争後の国家財政の急激な膨張が経済を刺激す
る要因となって日本経済は再び躍進する。条約改正の
実現により本格的な保護政策の導入が可能になり，ま
た外資が豊富に流入するようになったことで戦後の産
業拡大を大いに刺激した。生産力の発展に伴う技能の
高度化，標準化への要請は大工場一般に見られ，職種
の専門化が進み，作業が分化し，従来の手工的熟練は
解体し，その上に形成されていた工場徒弟制も揺らぐ
ことになった。
(1)日露戦争と産業経済の発展
帝政ロシアの活発な極東侵出に対応して日本は軍備
の拡張を進め，外交上の方策として明治 35 年に日英
同盟を締結した。明治 37 年 2 月に日露戦争が始まる
と戦況は予想以上の連勝となり翌 38 年 9 月にポーツ
マス条約の調印により終局した。講和の際に日本側の
主張は十分に貫徹されなかったが，日本の国力はこれ
以上の戦争継続に堪えられず，譲歩による講和を得策
とした。この講和条約の締結により北緯 50 度以南の
樺太が割譲されたほか，朝鮮における日本の自由行
動，帝政ロシアの満州からの撤退，関東州の譲渡，ハ
ルピン・旅順間の鉄道とその付帯権益の譲渡がなされ
たが，賠償金の支払い要求は容れられなかった。この
ため国家予算の 8倍にものぼった日露戦争の戦費はす
べて国民の負担となり，政府はその多くを外債の発行
で、賄った。総辞職した桂内閣の後をうけて明治 39 年
1月に成立した西園寺内閣は第 2 帝国議会に戦後経
営計画を提出し可決されている O 西園寺内閣が戦後経
営計画として着手した主なものは，軍備の拡張，鉄道
の固有化，非常時特別税の継続，外債の整理などで
あった O このため財政は急速に膨張した。
西園寺内閣は日露戦争終了後も軍備の拡張を進め，
戦前の平時現員 15 万人から戦後は 25 万人に兵力を増
強した。海軍戦闘艦艇も 20 万トンから 50 万トンを超
えるまでになった。これに伴い軍事予算は著しく増加
した O 鉄道の固有化も軍事上の見地から主張され明治
39 年の鉄道固有法により，幹線鉄道の買収が始まり
翌 40 年にはこれを完了している O 明治 39 年末の国債
残高は 2 億 10 万円余りに達しており，このうち日
露戦争関係のものが 17 億 40 万円であった。これは
当時において甚だ巨額なもので，その整理は非常な困
難を伴った。内閣は早期の整理償却を決定し，第 2
帝国議会で国債整理基金特別会計法案を提出し，可決
されている O この特別会計には年額 1億 10 万円を
下らない額が繰り入れられることになった O
こうして日露戦争後の国家財政は急激な膨張を見る
ことになった。この財政の膨張が経済を刺激する要因
となって日本経済は再ぴ躍進することとなった O 明治
4 年以降，本格的な保護政策の導入が可能になった
ことと，外資が治々として流入するようになったこと
で資金が潤沢となり戦後の産業拡大を大いに刺激し
た。産業では工業，電気，運輸，銀行，商業，水産な
どの発展が著しかった O また輸出貿易も飛躍的に発展
した O 戦前の明治 36 年において 2億 890 万円であっ
た輸出は，戦後の 39 年には 4 億 230 万円，さらに大
正 2 年には 6億円を超えていた。日露戦争を境として
日本経済は一段の発展を遂げた一方で，農業の発展は
見られず取り残されていた O また，急速な経済の拡大
に伴う矛盾も現れ始め，労働運動や社会主義運動も活
発化してきた。これに対して政府は抑圧的な姿勢を強
めた。(土屋 145 頁)
(2) 技能の高度化と工場徒弟制の変容
日露戦争を契機として労働者の素質とその訓練に大
きな変化が生じた。その原因は基本的には日本経済の
発展にあった。生産力の発展に伴う技能の高度化，標
準化への要請は大工場一般に見られ，職種の専門化が
進み，作業が分化し，従来の手工的熟練は解体し，そ
の上に形成されていた工場徒弟制も動揺を避けられな
かった。これまで職場管理の中枢にあった親方職工の
地位が大きく揺らぎ作業管理や原価管理のスタッフが
置かれるようになった。親方職工体制の基盤となって
いた作業請負制も急速に後退していった O こうしたな
かで新しい形の職工養成が試みられ，工場徒弟制を変
容させることになった。
このような労使関係の変化は日露戦争後の大工場に
発生した多くの労働争議，暴動に端的に現れている O
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明治 39 年には石川島造船所，呉海軍工廠，東京砲兵
工廠など，明治 40 年には足尾銅山，長崎三菱造船
所，幌内炭鉱，別子銅山，横須賀造船所，夕張炭鉱な
どで発生した労働争議，暴動の直接の原因は，戦後の
物価騰貴による賃金引上げの要求にあった。それに戦
争の終結に伴う事業の縮小，残業の短縮が重なって発
火点に達した。これらの労働争議，暴動は官業，民業
を問わず当時成長著しい大工場で発生しており，これ
らの大工場ではこれまで親方職工が果たしてきた職工
の世話や苦情処理の機能を代替する労務管理機構が整
備されていなかったこともその要因となった O また，
これらの大工場では戦後労働者に質的な変化が見ら
れ，教育を受けた職工が増え，職工気質が書生気質に
変わって来たことも要因と見られた o (隅谷・下 56
頁)
(3) 養成工制度と労務政策
生産技術の発展によって親方職工を中心とした職場
共同体が崩壊し，不安定となった労使関係を工場主を
中心とする経営家族主義によって再編し，安定化させ
ようとした。これは当時，温情主義と呼ばれたが，具
体的には福利事業の運営，養成工制度の開設であっ
た。前者については企業の共済制度が導入され，職工
の生活を安定化させ労使関係の動揺を抑制することが
できた。この共済組合制度はその後第 1次世界大戦に
かけて大企業を中心に急速に普及していく。また養成
工制度は事実上，基幹職工，職長候補者の養成という
役割を担い，養成工の優遇による勤続の長期化を図
り，子飼いの労働者を形成し，労使関係の安定を目指
した。(隅谷・下 56 頁)
当時すでに大工場では欧米水準の施設設備を備えて
いたが，実際の技術を担当し機械の操作にあたる職工
の資質は不十分であり，公立の職工養成機関はその数
が足りないだけでなく，教育訓練の内容，水準におい
ても企業側の要求との聞に大きな落差があった。欧米
の大工場は多くが職工学校その他養成機関を有してお
り，工場内養成は実習設備，指導者，経済的な負担な
どの面からも，公立の養成機関よりもはるかに好条件
を備えていた O 問題は養成工を企業内に留め，その勤
続を長期化させる方策にあ仏教育訓練終了後の処遇
を考える必要があった。一方で，中小の工場では旧来
の親方徒弟制がなお支配的であり，大工場においても
新しい養成制度によって養成されるものは年少労働者
の一部であって，大部分は工場徒弟制の下で熟練の形
成が行われた。(隅谷・下 61 頁)
(4) 工場法の成立
工場法は幾多の好余曲折を経て明治 4 年 3 月によ
うやく公布された。しかし，その施行はさらに遅れ
196 年(大正 5 年) 9 月であった。工場法 1 条はその
適用範囲を常時 15 人以上の職工を使用する工場と
し， 2 条において就業の最低年齢を満 12 歳に制限し
た。この満 12 歳は，明治 40 年の小学校令改正により
義務教育が 6 年に延長されたことに伴う義務教育修了
の年齢であった。しかし， 12 歳未満のものでも 1条
に規定された工場以外では使用することができ，ま
た， 2条 2項では軽易な業務について許可を得て 10
歳以上のものの就業を認め，制限を緩和している O こ
れは当時なお産業によっては 12 歳未満のものがかな
り雇用されていたことに対する妥協策であった。大正
5年 9 月施行の「工場法施行令J 26 条においてようや
く，学齢児童を雇用する事業主に対して，就学に関し
て必要な措置をとることが義務づけられることになっ
たO 明治 40 年代には義務教育就学率が97% に達して
おり，紡績会社などでも工場内に補習教育ないし義務
教育施設を設置し義務教育の未修了の女工を対象に教
育を行っていたことなどから，就業最低年齢制限を
15 人以上使用の事業所と規定する現実的な条件は
整っていた。(隅谷・下 65 頁)
(5) 工場法の徒弟規定
工場法 17 条は徒弟に関する事項を勅令で定めると
しており，大正 5 年 9 月勅令 193 号「工場法施行令」
の4 章においてこれを規定している O ここで規定され
た徒弟とは，一定の職業に必要な知識技術を習得する
ことを目的として業務に就き，指導者の指揮監督の下
に教育を受け，かっ品性の修養に関し常時一定の監督
を受けるものであり，職工，見習工とも明確に区別さ
れている O 工場法における徒弟制の規定は，一律的な
規制を避け，地方長官によってその収容規定を認可す
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る方針をとっており，それぞれの地方の事情及ぴ当該
工場の特殊事情が考慮され，かっそれが活かされるよ
うになっている O これは，従来の伝統的な徒弟制の慣
習が地方によって異なっている点を考慮、したものと見
られる O
この徒弟規定は日露戦争後，急速に勃興する重工業
における熟練職工の養成の必要が政府において強く認
識されていたことが，その制定の背景にはあるが，同
規程にしたがって徒弟を収容することの積極的意義が
事業者にとって極めて少なかったことから，実際に徒
弟を収容する工場は少なく，政府の意図した通りには
実現しなかった。工場法施行令が施行された大正 5年
に徒弟の収容を申請し認可されたものは日立製作所目
立工場だけであった。目立工場はすでに明治 43 年に
徒弟養成所を設立しており，工場法の規定に基づいて
手続をとったにすぎなかった。大正 6 年末には全国で
10 工場に増加したが，全体としての比重はわずかで
あった O
これらの徒弟養成では収容年限は 2 年から 8 年にわ
たり，最も多いのは 3年であった O 徒弟の教習は技術
と学術に分け，技術は実地に習得するため作業に従事
し，就業時間は 1 日9 時間----10 時間の場合が最も多
かった。学術科目は修身，国語，数学，理科，英語及
び製図が一般的であった。そのほか業務により関連す
る特殊の科目も開設されていた O 授業時間は 1 日1----
2 時間で就業前または後に行われた。指導者としては
会社の技師，職員が多く，専任の講師を置くところも
あった。徒弟に対する給与は衣食のほか多少の小遣い
銭または賃金を与え，少額であるのが普通であった。
また徒弟期間満了後の就業義務が課されており，その
期間は徒弟の期間ないしその 2倍程度にわたってい
た。この就業義務年限の束縛のない例も見られた(農
商務省『工場監督年報』大正 6 年)。
当時すでに企業内養成施設を設けていた事業所が必
ずしも工場法の規定に基づく法定の徒弟制度に切り替
えたわけではなかった。企業内養成制度を比較的よく
整備していた三菱長崎造船所や八幡製鉄所などはあえ
てこの制度の枠外に止まった。その理由としては，法
的規制に伴い工場監督を受けるが，それに伴う利益が
ほとんどないことから，法外で、自由に職工教育をした
方が融通性があり企業にとって好ましかったこと O も
う一つは，特殊な待遇を与えるより職工として訓練し
た方が実地に即した教育ができ座学に傾斜しがちな徒
弟学校の弊害を克服できると考えられたことなどがあ
るO 養成工制度の体系化とその普及確立は大正末から
昭和を待たなければならなかった。(隅谷・下 67 頁)
2 .第 1 次世界大戦と職業教育訓練の発展
第 1次世界大戦中及び戦後の 6年間にわたって日本
経済は急速な発展，拡大を遂げた。一方で，経済の発
展はその内包する深刻な矛盾を一層露わにしてきた。
無産階級の解放運動が勃興し，世界的に高揚していた
デモクラシーの思潮は，日本の思想、界，労働運動，政
治運動に大きな影響を与えた。好景気による労働力需
要の増大は労働者の激しい流動をもたらし，熟練工の
維持，補充が著しく困難になった O さらに流動の拡大
は労働者の企業に対する帰属意識を希薄化させ，労働
運動への労働者の関心の高まりに対する危機感からも
企業の労働力養成に関する議論が高まった。この議論
が企業内養成施設による教育訓練として収飲してい
くO 年少労働者の企業に対する忠誠心を高めるには企
業内養成による方が有効であった。
(1) 第 1次世界大戦と日本経済の驚異的発展
日露戦争後の好景気が終わり，明治 40 年恐慌後の
一進一退の不況にあえいでいた 194 年(大正 3年)に
起こった第 1 次世界大戦は， 198 年(大正 7年)ま
で続くが，日本経済にとって犠牲は極めて少ない一方
で，極めて大きな利益を得ることのできた戦役であっ
たO この大戦中及び戦後の数年でアメリカ経済ととも
に日本経済も驚異的な発展を遂げた。 4 年 3 カ月に及
んだ大戦中，日本は日英同盟に基づいてドイツに対し
宣戦布告をし， ドイツの極東侵出の拠点である青島を
攻略するとともにドイツ領南洋諸島も占領した。この
ための戦費その他の犠牲も極めて小さなものであっ
た。また列強の関心が欧州での戦局に向いている隙
に，中国大陸への侵出を試み， r対華加 21 か条の要
求」などを行っている O
第 1次世界大戦前の大正 3 年の歳出は 6億 680 万
近代職業教育訓練の生成と没落 125 
円であったが，戦後の大正 10 年には 15 億 910 万円
に達している。これは戦費負担による財政の膨張では
なく，日本経済の急速な発展と著しい好況に伴う物価
騰貴の結果が，財政に反映したものであった O 開戦当
初，沈滞していた日本経済も，戦時需要による広大な
海外市場が聞かれてきたことにより，大戦中及び戦後
の 6 年間は未曽有の好景気を誼歌することになった。
この好景気の原因である海外市場の急拡大は，欧米製
品の輸入途絶または激減，これに代替する日本製品の
輸出急増，交戦国向けの軍需品輸出の激増，世界的な
船腹の不足に伴う日本海運及び造船に対する需要の顕
著な増大によってもたらされたものである O
第 1次世界大戦前，日本の重工業はまだ十分に発達
しておらず¥機械，機具の多くを欧米から購入してい
た。また鉱石も外国から購入することが多く，化学薬
品に至ってはその多くをドイツからの輸入に頼ってい
たO 大戦の勃発により，それらの輸入が途絶したた
め，代用品を生産する新規企業を，政府の特別な保護
の下で急速に興さなければならなかった O また，欧米
製品に代わって海外市場，とくに東洋市場への綿製
品，雑貨類の輸出が急増した。また，銅，鉄なども盛
んに輸出されている O 船腹需要の急迫により大戦前の
大正 3 年のロンドン・ボンベイ聞の運賃は大正 5年に
は実に 15 倍にも高騰した。このため日本の船舶業者
は巨利を手にし，船成金が続出した。さらに造船業も
未曽有の好景気に沸いた。第 1次世界大戦が終結した
後も，交戦国の生産体制が整わなかったことや，拡大
した海外市場が直ちには縮小されなかったこと，アメ
リカの好景気が依然として継続していたことなどか
ら，この異常な大好況はなおしばらく継続した O
この好景気は第 l次世界大戦中及び戦後の 6 年間に
わたった。この間，日本経済は急速な発展，拡大を遂
げた。この間の企業の事業計画に沿って行われた新
設，拡張などのための投下資金は，大正 4年に 2億
920 万円であったものが，大正 9 年には 51 億 130
万円にまで激増している。この 6 年間に投下された資
金の合計は 143 億 710 万円の巨額に達している O 明
治維新から大正 2 年末までの事業投下資金の総額 19
億 830 万円と比べても，実に 7倍余りに達している O
このような日本経済の発展は貿易収支，貿易外収支に
おける未曽有の出超，受取超過をもたらした。大正 3
年の輸出は 6 億 130 万円であったが，大正 8 年には
21 億 80 万円に達した O また大正 3 年には支払超過
であった貿易外収支が4 年から 10 年まではすべて受
取超過となり，大正 7 年には 5 億 750 万円を記録し
ている。また，正貨の保有高も大正 3 年の 3 億 40
万円から 9 年には 21 億 780 万円に増加し，これまで
の債務固から一転して債権国になった O 政府は臨時国
庫証券特別会計または預金部資金あるいは在外正貨を
もって連合国の公債に応募し，また民間においても銀
行がシンジケートを組んでその引受けを行った。(土
屋 150 頁)
(2) 経済発展と不均等の拡大
第 1次世界大戦に伴う産業の飛躍的発展は輸出市場
の急激な拡大によってもたらされた。単に欧米交戦国
からの戦時需要が増大したためだけではなく，高い技
術水準と強い輸出競争力を持った先進国が開戦ととも
に東洋市場を顧みる余裕がなくなった結果でもある O
日本は中国，インド，パキスタン，南洋諸島などに紡
績製品，雑貨などの輸出を大幅に伸ばした。この時期
には，産業技術にも急速な進歩が見られた O 八幡製鉄
所は戦時需要に応えて 196 年(大正 5 年)にアメリ
カの大規模生産方式を導入し量産体制を整えた。大戦
中に輸入がほとんど途絶した化学工業もその技術的進
歩が著しかった。化学工業の発展は電力需要を増大さ
せ工業の電化も飛躍的に進んだ。水産業も大戦を契機
として著しく発展した O 動力船の使用が急増し，漁獲
高は激増した。漁場も近海から北洋，フィリピン，南
洋にまで拡大した。養殖業，水産加工業も目覚ましい
発展を遂げている o (細谷 3 頁)
第 l次世界大戦中及び戦後の 2 年間において，日本
経済は飛躍的に発展し，鉱工業の規模は飛躍的に拡大
し，とくに重工業，化学工業，綿業部門で顕著であっ
た。また，鉄道，海運，交通の発展，銀行その他金融
業の発達も目覚ましかった。さらに産業における合同
が進み，資本の集中が進行した。一方で，重工業では
機械及び機具工業が未だ完全に自給できる水準に達し
ておらず，化学工業も相当に発達したとはいえ，未だ
不十分な点があった O
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この時期においても，農業の発展は遅滞していた。
しかし農業の機械化の動きも始まり 農業機械も一部
において導入された。だが主要な作目である稲作にお
いては機械の利用はほとんど見られず，依然として零
細規模の旧来の経営が行われていた。それでも，この
時期には農村経済において相当の変化が見られ，商業
化が一層進展し，機械による近代的な経営もある程度
発展し，農業収入も増加し，小作料は低下した O それ
は農業労働力の他産業への流出によるものであった O
小作人の不足は小作人の勢力を強め，小作争議が頻発
し，地主の譲歩も見られた。しかし，この未曽有の好
況の時代においても農地制度の改革や農業経営の近代
化の問題は未解決のままに残された。
著しい経済発展はその内包する矛盾を一層深刻な形
で現してきた O 無産階級の解放運動も勃興した。この
時期に世界的に高まってきたデモクラシーの思潮は，
日本の思想界，労働運動，政治運動にも大きな影響を
与えた O さらに 197 年(大正 6 年)のロシア革命，
198 年(大正 7 年)のドイツの革命運動は日本の労
働者開放運動や貧農，小作人の解放運動にも大きな影
響を及ぼした。第 1次世界大戦以降，労働争議も増加
し，労働組合も多数結成され，労働運動は飛躍的な発
展を遂げた。これまで労使協調を目指してきた労働組
合も，この時期から急進的，闘争的な労働運動の影響
を受けることが増え，大正 14 年には労働組合評議会
が結成された。農民運動もこの時期に急速に発展し
た。明治末に 40 ほどであった小作人組合は大正 10 年
には 680 と激増し，さらに大正 13 年には 240 を超え
たO 小作争議件数も大正 7 年の 256 件から同 15 年に
は 2751 件にまで増加している O 大正 1 年には日本農
民組合が成立し，農民運動も次第に急進化していっ
た。戦後においては社会主義同盟の創立，共産党の結
成，そして労働農民党，社会民衆党が相次いで結成さ
れるが，政府は大正 14 年に治安維持法を制定して強
い抑圧を加えた。(土屋 156 頁)
(3) 学校における職業教育の進展
第 1次世界大戦に伴う社会情勢の変化に対応する教
育制度の改革について調査審議を行う臨時教育会議が
197 年(大正 6 年) 9 月に設置された。この会議に対
する内閣総理大臣から諮問事項はほぼ教育の全領域に
わたっていた。産業教育の改善に関する諮問について
は翌年 8 月の答申において，これまでに一応体制の
整った産業教育は，制度の改革よりも，その量的拡大
に重点を置くこととした。この答申をうけて 1920 年
(大正 9年)に「実業学校令」が改正され，これに伴
う諸規定も改正された。そこでは徳性のj函養が強調さ
れ，甲種乙種の種別を廃止し，徒弟学校を工業学校に
統合した O また， I職業学校規定」を制定し，主とし
て女子を対象とする職業教育の制度整備を図り，工業
及び商業学校では夜間の教授も認められるようになっ
たO こうして実業教育の普及促進とともにそこへの就
学を奨励するものとなった o (細谷 9 頁)
① 実業学校令の改正
文部省は 19 年(大正 8 年)に省内に工業教育調
査委員会を設置し，工業教育の改善振興のなかでも低
度工業教育機関の内容と拡充に関する調査を行った
が，工業学校と徒弟学校の統ーもその重要な課題で
あった。その結果が 1920 年の「実業学校令」改正と
翌 21 年の「工業学校規定」の制定であった。徒弟制
に代わる技能者養成機関として出発した徒弟学校であ
るが，一部の例外を除くと実質上その性格は修業年限
の短い低度の工業学校となっていた。この工業学校規
定の改正により徒弟学校は修業年限を延長して工業学
校へと組織換えしたものが少なくなかった。徒弟学校
は所期の成果をあげることなく消滅した。(原 89 頁)
大正 9 年 12 月勅令 564 号による「実業学校令」の
改正では，臨時教育会議の答申で取り上げられた「徳
性のj函養」を実業学校の教育目的として明確にした。
これは第 1次世界大戦後の社会運動，労働運動の激化
に対応したもので，必須科目とされた法制，経済とと
もに修身は重要科目として位置づけられた。また，公
立の実業学校に付設する場合にのみ設置が認められて
いた実業補習学校を 独立で設置できるように改めて
いる O 実業補習学校の教員の待遇も中等学校教員の例
にならうこととし，実業補習教育の充実を図ろうとし
た。実業学校令の改正に伴って改正された「工業学校
規定J (大正 10 年 1 月文部省令 2 号)では，修業年限
について伸縮性を持たせ，甲乙の種別を廃止し，低度
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産業教育の振興を図っている O また，高学年において
3 カ月以内の長期実習のみを課すことを認めて，実習
の比重を大きくした。これにより実習を除く週あたり
の授業時数は従来の 30 時間から 24 時間に減少してい
るO 下級技術者の養成を目的とした実業学校に実技重
視を求めたものと見られる O
大正 10 年 1 月文部省令 3 号として制定された「職
業学校規定」は，これまで各種学校として設けられる
場合が多かった裁縫，手芸，割烹，写真，簿記，通信
術などの学科を，新設の職業学校に開設し，実業学校
の一種として独立させた O 職業の特性に対応して修業
年限にも伸縮性を持たせてある O 新設された職業学校
の多くが裁縫，手芸，割烹などの学科を聞いたことか
ら，職業学校は女子職業教育機関として発展していく
ことになった。(細谷 1 頁)
1920 年代の高等教育機関の増加は工業学校の養成
する技術者の地位を相対的に低下させることになっ
た。工業学校卒業の下級技術者には理論の習得よりも
実技錬磨がより多く求められるようになった。 1920
年代から 30 年代にかけて行われて工業学校規定の改
正はこのような養成に応えようとしたものであった。
192 年(大正 10 年)の工業学校規定では高学年にお
いては 1年のうち 3 カ月間実習のみを課すことができ
るとした。 1930 年(昭和 5 年)の訓令 10 号では午後
を実験実習に専ら充て，長期実習を低学年にも認める
ようになった O また同年の省令 5号では普通学科を抑
制して実習を重視する方向が示されている O
工業学校は 1930 年代半ばにおいても，その教育目
標が不明確であり，工業学校の多くが技術者養成の機
関といっても実質が伴わず，職工養成の機関としては
地に足がついておらず，中途半端な存在であると批判
されていた(大内経雄「工業学校と職工養成 J r産業
と教育j 2 巻 8 号 1935 年 102 頁)。そうして，実際
に即した基本技能の習得に務め労務に服する習慣を養
うことが求められていた O 商工省生産管理委員会も
1938 年(昭和 13 年)の『工業教育を中心として見た
我が国教育制度の改善J において，工業学校卒業生に
共通した最も重大な欠陥は労務に就くことを喜ばない
点にあり，その原因は学校当局が工業学校の教育目的
を明確に認識していないからであるとしている O 工業
学校卒業生は先ず一般労務者とともに実地の作業の経
験を積んだ上で堅実な職工長となることを求めてい
る。実習においても製作工程の実際を織り込み，制作
上の経済問題を認識させ，工場と同じ規律を守らせる
ことを強調している o (原 26 頁)
② 実業補習学校の拡充
この時期，実業専門学校と並んで顕著な発達を遂げ
たのは実業補習学校である。実業補習学校制度の改革
は大正 9 年 12 月文部省令 32 号「実業補習学校規定改
正」により具体化された。従来からの融通性に配慮し
た簡略な規定を根本的に改め，その内容の整備を図っ
た。実業補習学校の課程を前期 2 年，後期 2----3 年に
わけ，前期では主に職業に関する基礎的知識技能を授
け，後期ではとくに職業の種類に応じて適切な事項を
授けることとした。この補習から職業へ重点を移行
した実業補習学校の性格の転換は 20 世紀当初にお
けるドイツ補習教育機関の「補習学校J (Fort-
bildungschule) から「職業学校J (Berufschule) へ
の転換に影響されたものと見ることができる O 文部省
は 192 年(大正 1 年)に実業補習学校の教育課程の
標準を制定し，続いて大正 13 年 10 月訓令 15 号「実
業補習学校公民科教授要項並其教授要旨」により職業
教育と公民教育を二本柱とする実業補習学校の教育の
性格を明確にした。(細谷 14 頁)
文部省は明治末から大正はじめにかけて，実業補習
教育調査会を設置し，欧米諸国の実業補習教育の調
査，各種講演会の開催など実業補習教育の研究と啓蒙
につとめてきた。東京府においても， 195 年(大正 4
年)から翌年にかけて東京工業学校校長となっていた
手島精ーが中心となって，工業補習学校の組織を構想
した。これは都市と郊外を包摂した広域の工業補習学
校計画であり，工業補習学校を普通工業科，中等工業
科，高等工業科の 3 階級に分け，それぞれ市立補習学
校，府立工芸学校，東京高等工業学校に設けることと
し，そこでは一貫した学習の系統を持った学年制を根
幹として，実情に応じて科目制も奨励するというもの
であった。また大阪市では 1920 年(大正 9 年)にド
イツのミュンヘン市の実業補習学校の組織を模して，
市内に高等科 3 校，中等科 4 校，普通科 53 校からな
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る補習学校を設置する計画を作成した。この計画に刺
激を受けた東京市も実業補習教育調査委員会が，実業
補習教育の系統を普通，中等及び高等に分け，それぞ
れに工業部，商業部を置き，女子のために特に家庭部
を置くことができるとし，普通科及び中等科では学年
制をとり，高等科では科目制をとるとする成案を得て
いる O
1920 年(大正 9 年)の実業学校令の改定に伴い
「実業補習学校規定」も改正され(大正 9年省令 32
号)，実業補習学校の目的を明確化するとともに，課
程を前期と後期に分け，前期は主として職業に関する
基礎的知識技能を授け，後期においては職業の種類に
応じて適切な事項を授けることとした。また能力のあ
る専任教員の配置如何が実業補習教育の成否を左右す
ることから， 1920 年度から「実業補習学校教員養成
所令J (大正 9 年勅令 521 号)を制定し，教員養成の
強化を図った。
工業補習教育が職工養成機関としての機能を果たす
ためには，学校の立地条件と学校自体の施設，教育内
容の充実が先決であり，同時にこれに関わる企業側と
職工の態度が重要となる O 後者については工場徒弟制
や職人徒弟制が支配的な職工養成形態をとっていると
ころでは，補習学校への一定時間の登校は種々の点で
障害が多かった。夜間通学による昼間の労働能率の低
下，労働移動の促進，さらに事業所内での旧来の職人
的熟練工との車L際などの事情が実業補習学校の利用を
敬遠させ，登校の意欲を萎えさせることになった O 現
実には，工業補習学校の多くは小学校に併設され，施
設設備にこと欠いたばかりでなく予算の面からも実力
のある専任教員や工業科担当教員を得ることができ
ず，一部の工業学校併設の補習学校を除くと実習がほ
とんど行われないなど，先決事項それ自体が整ってい
なかった O
また改正規定では，実業補習教育の目的を職業教育
とともに徳性のj函養と思想、の善導にも置いている O 第
1次世界大戦後の労働者階級の成長基盤とした労働運
動の高揚に対処し，新しい労働関係を確立していくた
めには，労働者の教養と文化を高めることが根本的解
決策であるとし，それも実業補習教育に期待されると
ころとなった。(原 102 頁)
実業補習学校は 195 年(大正 4 年)から 25 年の聞
に学校数，生徒数とも 2 倍前後に増加したが， 25 年
(大正 14 年)における学校数 1万 50 校のうち 1万
20 校が農業補習学校であって，工業は 103 校，商
業は 450 校に止まっている O 農村における実業補習学
校はほぼ飽和点に達しているのに対して都市部での実
業補習教育は依然として不活発なままであった。企業
内教育を育成しこれを実業補習教育に組み込む施策が
講じられなかったこともあり，臨時教育会議の答申が
求めた実業補習教育の義務化を実現できるような基盤
は成立しなかった。(細谷 14 頁)
③ 工業各種学校
工業各種学校は日本経済とりわけ重化学工業の発展
と即応して増大してきた。公立の工業学校が近代工業
の内容を取り入れるのに遅々としていたときに，いち
早く産業界の動向をとらえ法令に拘束されない学校と
して，比較的短期間で単一職種について密度の高い職
業教育を施した O また，多くの工業各種学校は長短数
種のコースを置き，特に夜間制を採用することによ
り，昼間に勤務する青少年や進学の機会を失ったもの
に，広くその門戸を聞いていた。
大正期に入り第 1次世界大戦を契機に中等実業教育
機関の増設が進み，工業学校での近代工業に関する学
科の拡充がなされ，さらに 1920 年代以降は原内閣に
よる高等教育機関の大拡張が始まり高等工業学校が増
加する O このような情勢のなかで，各種学校は専門学
校化する傾向が見られた。これは工業各種学校が中等
工業教育機関との競合を避け，高等工業教育機関への
進学が種々の事情で難しい青少年に対し，類似の教育
を提供することによって，その経営の基盤を確立しよ
うとする経営戦略であった。また工業学校の拡充が一
応完了すると，工業各種学校はさらに新たな分野を開
拓し，飛行機，鉄道，自動車，電気通信といった交通
関係の技術を内容とする学校が 1920 年代前半に相次
いで設立された。そこでは義務教育修了者を対象とし
て半年から 1，2 年の短期に速成的教育を施すことが
特色だ、った。各種学校の経営と教育の中身は，まさに
ピンきりで，概して経営は困難で，施設，設備，教師
陣は不十分であった。それでも一般の正規の学校の不
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足を補い，勤労青少年に教育の機会を提供し，産業技
術の高度化に基づく企業側の技術的要請に対しでも一
定の積極的役割を果たしていた。(原 13 頁)
④ 高等教育の拡大
大正期以降，産業教育の量的拡大は高等教育と補習
教育の分野で著しく進捗した。大戦による産業界，経
済界の好況が実業専門学校の拡張を促すことになっ
たO 増設予定の高等専門学校のうち，高等学校は 10
校であったが，実業専門学校は 17 校にのぼった。実
業専門学校 17 校の内訳は工業 6 校，農業 4 校，商業
7校であって，大戦による内外市場の急速な拡大が商
業部門の空前の拡大をもたらしており，これを反映し
たものとなっている o (細谷 14 頁)
第 1次世界大戦を契機とした重化学工業の飛躍的発
展は，高等工業教育機関の増設を求める気運を高め，
産業における専門技術者を多量にまた能率的に供給す
ることを要請していた。臨時教育会議の審議と並行し
て 198 年(大正 7 年) 3 月の第 40 帝国議会では林博
太郎らによる「科学及ぴ工業教育に関する建議」が上
程，可決された O この建議では科学及び工業の隆盛と
国家の生存の聞は重大な関係があるにも関わらず，日
本の科学及び工業に関する専門教育の状態は，設備規
模ともに列強に遠く及ばないとして，この改善拡張が
急務であり速やかに適切な方策を講じることの必要性
を指摘している。この建議の提案説明において林は，
高等工業学校では志願者の 5分の l しか入学できず¥
工科大学の学生数に至っては当時のドイツの 10 分の
l にすぎないことを強調し高等工業教育の機関の増設
拡充を訴えた。
米騒動による政治不安のなかで退陣した寺内内閣に
代わって誕生した初の政党内閣である原内閣は実業界
出身の文部大臣中橋徳五郎のもとで，緊張した国際競
争にたえうる有能な人材を大量に開発するための高等
教育機関の大拡張に着手した。この拡張計画では，
19 年(大正 8 年)から 24 年(大正 13 年)までの 6
年間に，高等学校を 8校から 25 校に，高等工業学校
を8校から 18 校に，高等農業学校を 10 校に，高等商
業学校を 5校から 12 校に増やすとともに，既設の学
校を拡張し，また予科を新設するなど，大規模なもの
であった。
原内閣の高等教育機関拡充計画には，専門学校の増
設，拡充の他，大学の拡張も含まれていた。この結
果， 19 年(大正 8 年)には東京・京都両帝国大学
に工学部，北海道帝国大学に医学部が新設され， 24 
年(大正 13 年)には工学部も新設された。学部新設
と並行して既設額拭き講座の拡張，創設も行われた。
第 1次世界大戦後から大正末年にかけては，新しい領
域の学術研究の発展と産業界からの要請を反映して航
空，化学工業，化学機械などの新しい講座の開設が目
立った。
また，臨時教育会議の答申では，大学教育及び専門
教育に関して，学級制を廃して科目選択制とすること
希望事項の一つにあげており，各大学も新大学令の施
行にあわせて，この趣旨にそった学科，課程の改編を
行っている O 東京帝国大学工学部でも 19 年(大正
8 年)から科目選択制を採用し，さらに 1925 年(大
正 14 年)からは学科に属する授業科目を一括して単
位制として学科所属の学生が自由にこれを履修できる
ようにしている o これは産業の発展に伴い工学の専門
分化が進み，同時に同一専門内でも技術研究，作業監
督，工場経営など各種の技術者が要請されるなかで，
現に有する最小限の設備と経費でこれに応えようとし
たものである o このため学生の自由な選択とはいえ，
実験実習などの科目は優先履修できる範囲を定め，設
備の不備により生じる困難に対応した。さらに学生の
履修科目登録にあたっては担当教官の承認を受けると
か，年間履修単位数の制限や必修科目の指定なども行
われた。(原 125 頁)
⑤ 高等小学校の職業教育
高等小学校への男子の入学率は明治末において 5
%強であったが，大正末には 70% 弱に達し，その後
横這いを続けた。この間，第 1次世界大戦を契機とす
る生産技術の発展をうけて知的熟練の必要が増し，重
工業を中心として大規模な事業所では見習工の採用基
準を高等小学校卒に引き上げる傾向が強まった(兵頭
釧『日本における労使関係の展開j 197 年 409 頁)。
大正末年において造船業の職工はすでに半数以上が高
等小学校卒であった(中央職業紹介事務局『職業別労
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働事情j 1927 年)。また小規模工場の住込み少年工員
に対しても，そこでの技能習得に一定の知的能力が求
められるようになっていた。このような状況をうけて
文部省は 1926 年(大正 15 年)に小学校令を改正し，
これまでの「手工」を独立の必修教科としたうえで新
たに実業科目として「工業」を加えた。この工業科の
設置にあたっては施設設備も大きな問題であったが，
何よりも担当教員の充実が急務であった。各方面から
の要請をうけて文部省は師範学校の学科課程に「工
業J を置いたのは 193 年(昭和 6 年)になってから
のことであり，これも法制面での規定に止まり，実際
の設置はさらに遅れ，内容的にも充実したものではな
かった。 1928 年(昭和 3 年)当時，高等小学校で工
業科を設けたものは全国で 10 校程度にすぎなかっ
た。大正末，高等小学校への就学率が高まるなかで，
高等小学校を尋常小学校の延長として国民の基礎教
育，一般陶冶を行う学校とするか，それとも義務教育
終了後の教育機関として実業補習学校や実業学校と相
連関した職業教育，職業陶冶を行う学校とするかが課
題となっていた。そして 1928 年(昭和 3 年)の小学
校令改正を契機として，義務教育 8年を目指した普通
教育を行うタイプと，初等職業教育のそれとに分かれ
ていった O 前者は東京，横浜を中心としており，後者
は神戸大阪が中心であった(三井透「高等小学校にお
ける関東型と関西型J r教育j 2 巻 10 号 1934 年 19
頁)0 1932 年(昭和 7 年)頃から労働力構成に顕著な
変化が現れ始め， 1937 年(昭和 12 年)頃には工業労
働者の過半数を重化学工業の労働者が占めるように
なった。また高等小学校卒以上の学歴を持つものが男
子工場労働者の 64% 強を占め，これが機械機具工業
では 73% 強に達していた。このような状況のなかで
高等小学校における技術教育は重大な課題となり，都
市部を中心として普通教科としての手工科から実業教
科としての技術教育へと統ーされていくことになっ
た。(原 160 頁)
(4) 労使関係の動揺と企業内教育訓練
第 1次世界大戦が 194 年(大正 3 年)に勃発する
が，これに伴う産業に対する需要の激増は，未曽有の
好景気をもたらした。労働力需要の増大による労働者
の激しい流動がおこり，熟練工の維持，補充が著しく
困難になった。さらに流動の拡大は労働者の企業に対
する帰属意識を希薄化させることになり，折からの労
働運動への労働者の関心の高まりに対する危機感か
ら，この時期，企業の労働力養成に関する議論が高
まった。この議論が企業内養成施設による教育訓練と
して収数していった背景には，既存の実業補習教育が
年少工にとって過重負担となっており，また企業が
個々にもとめる熟練と実業補習学校の一般的な知識技
術の教育との聞に組踊が生じつつあり，さらに年少労
働者の企業に対する忠誠心を高めるには企業内養成に
よる方が有効であったことなどの事情があった。(原
18 頁)
明治末から大正はじめにかけて横須賀海軍工廠，三
菱神戸造船所，大阪鉄工所など多くの事業所が，工業
補習学校などの公的職業教育施設に委託して技術的知
識を教育していたが，第 1次世界大戦後になると新た
に工場学校を設ける事業所が増えていった O これらの
工場学校で、の教育訓練の水準や組織は様々であるが，
修業年限は 1年から 4 年と比較的長く，その聞は一般
の労働者とは全く区別した取扱がなされるのが一般的
であった。(大塚一郎『工場内福利施設に関する研究』
1938 年 416 頁)
第 1次世界大戦を契機として経済の活況から物価騰
貴が進み庶民の生活は困窮した。また欧米のデモクラ
シーの影響をうけ，労働運動は急激に広がり労働争議
が各地で頻発し，大工場，鉱山に争議が相次いで起
こった。大正 8年には日立鉱山，東京砲兵工廠，足尾
銅山，川崎造船などで労働争議が発生し，釜石鉱山で
は暴徒化し軍隊が出動し鎮圧にあたっている O 翌大正
9 年には八幡製鉄所で大規模な労働争議が発生し溶鉱
炉の火が消え，憲兵，軍隊と衝突を繰り返した O 大正
10 年からは団体交渉権を要求する争議が続発し，友
愛会の指導を受け，大規模化，長期化し，警察の介
入，検挙も相次いだ。労働運動の激しさとともに明治
末以来形成されてきた労使関係は大きく揺らいだ。
当時，イギリスの職場における労使関係の調整機関
として「工場委員会制度」がホイツトレー委員会によ
り提唱されていたが，新しい労使関係の原理として，
これに注目し，工場委員会の設置を提唱する動きが財
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界では見られた。渋沢栄一の提唱により組織された
「協調会」は大正 10 年に「労働委員会法制定に関する
建議案j を発表している O 頻発する労働争議は労使聞
の意思疎通の欠如と理解同情の乏しいことに起因する
として労働者が自ら選んだ代表者と企業家が親しく話
合うことが大切であるとし，労働委員会制度を確立す
るため立法措置をとるべきだとしている。「温情主義」
の労使関係が破綻するなかで「労使協調」をスロ}ガ
ンとする新しい労使関係の形成が求められた O このよ
うな労働委員会は大正 10 年から 12 年にかけて大企業
中心に設けられたが，その名称、は様々であった O 三井
鉱山では共愛組合，三菱美唄炭鉱では親和会，北海道
炭鉱夕張鉱では一心会と称していた。このような枠組
みのなかで親睦組織や，共済組合の組織化が進んだ。
この工場委員会の協議においては労働条件の問題が取
り上げられることはほとんどなく，従業員の福利厚生
が中心的な課題であった。この時期には工場の寄宿舎
の改善や従業員に対する扶助救済の制度が普及拡大し
たO 昭和 7 年の時点では工場法や健康保険法の定める
制度のほかに従業員 10 人以上の工場の 4分の lで傷
病扶助が普及していた。企業の技能養成の具体的形態
はその労務政策とくに労使関係の安定と深く関わって
いた。企業内技能養成や教育の施設は福利厚生の一環
として重視されていた o (隅谷・下 168 頁)
(5) 工場法と企業内技能養成
第 1次世界大戦を契機として上級職工に対する需要
が急増し，乙種工業学校程度のフルタイムの教育を施
す企業内教育の施設が多数設置された。宇部鉄工所，
神戸製鋼所，鳥羽造船，三菱造船などでこのような施
設が設けられた。実質的には一般の工業学校とほぼ同
様の教育が行われたが，それぞれの工場において実習
を課しているところに相違があった。企業がみずから
教育施設を設け優良職工の養成に着手した背景には，
一般の工業学校とくに徒弟学校の不足があった O ま
た，この時期に著しい拡充をみたのは機械，電機，造
船，応用化学などの工業部門であるが，これらの部門
では比較的高い水準の技能が求められ，従来からの職
工ではこれに応えられなかった O さらに一般の工業学
校は繊維工業を除いては手工業的色彩の濃厚な工業を
教育の主軸としており，これら新興の工業部門との聞
には希離が生じていた。このような事情の下で企業は
専属の教育施設を設け実際に必要とする企業教育を行
い中堅職工の養成にあたった。
見習いを終了したもののなかから将来の上級職工と
なる資質のあるものを選抜し，特別の教育訓練を施す
施設も大戦後には現れてくる O 呉海軍工廠，東洋紡，
造幣局，八幡製鉄所などにその例が見られる O ここで
は技能教育を主とし程度の高い実習を課すとともに工
場管理，工業経済などの経営に関する知識も授けてい
たo (細谷 17 頁)
1916 年(大正 5年)に施行された「工場法 J と同
時に施行された「工場法施行令」では， I徒弟」につ
いて，職業に必要な知識技能の習得を目的として入職
し，指導者の指揮監督の下に教習を受け，品性の修養
についても常に監督を受けることとし，地方長官の認
可を受けた規定によることと定めている O すでに
1910 年に徒弟養成所を設立していた日立製作所目立
工場が同法に基づく申請を同法施行の年に行ってい
るO 翌 17 年(大正 6 年)には同じく明治末年までに
企業内養成工制度を確立していた長崎造船所，日本製
鋼所がこの申請を行っている。しかし，全体として申
請，認可件数は極めて少なかった。すでに技能工養成
施設を持っていた事業所が，工場法の成立に伴って必
ずしもすべて同法に基づく徒弟制に切り替えたわけで
はなかった O 八幡製鉄所，鐘淵紡績，住友別子鉱業
所，新潟鉄工所，月島機械などは企業内養成施設をす
でに持っていたが同法の制度の枠外にとどまった。こ
れは先ず¥法定「徒弟制」が工場法の規制の下に工場
監督官の監督を受けなければならないが，それに伴う
メリットがほとんどなく，法の外で自由に職工教育を
した方が融通性があり，企業にとって望ましいと考え
られたこと，及び「徒弟J として特殊な待遇を与える
より，職工として訓練した方が実地に即した教育が可
能であると考えられたことによると見られる o (隅
谷・下 73 頁) (原 16 頁)
企業内技能養成を経て現場に入ってくる労働者の数
が次第に増えてくると，従来の親方職工的な労務管理
は，技能水準の格差もあり徐々にその力を失い始め，
現場では旧来の職工とくに役付工と養成工出身の職工
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との間で対立が生じるようになってきた。企業はこれ
までの親方職工的な労務管理を次第に改め，より合理
的な職長による労務管理に改めざるを得なくなってい
く (隅谷・下 148 頁)。このため 1920 年代以降，大規
模な事業所では職長や役付工の再教育が重要な課題と
なり，生産現場における作業監督や部下の統率上必要
とされる労務管理に必要な知識や手法の教育が行わ
れ，また発展著しい生産技術に対応した知識と技能に
関する教育も求められた。その多くは，職長講習会あ
るいは職長教習会と呼ばれる短期の教育訓練であった
が，なかには日立製作所，東洋紡績，八幡製鉄所など
のように長期的，組織的な養成を行う事業所もあっ
た。(原 123 頁)
(6) I青年訓練所令」と企業内技能者養成
1925 年(大正 14 年)の陸軍現役将校の学校配属に
つづいて，翌年には青年訓練所が設立された。この青
年訓練所は，心身を鍛練して国民としての資質を向上
させることを目的として， 16 歳から 20 歳までの男子
を対象にして，修身，公民，普通学科，職業科ととも
に教練を課していたが，教練が全時間の半分にも及ん
でおり，兵役に入る前の軍事教育を行うことが目的で
あった。この青年訓練所の設置には，農民組合，青年
団が反対し財政の窮乏している地方の町村も反対した
が，入所すると兵役年限が短縮されることから 1927
年には全国で 1万 30 カ所も設置され，生徒数は 97
万人にも達した。青年訓練所は実業補習学校または小
学校に併置され，主事や指導員は併置先の校長や教員
に嘱託するものとされた。このため軍事教育と実業補
習教育とは指導理念も教育目的も異なっており，その
聞に多くの矛盾が生じたことから，正常な実業補習学
校の発展を阻害するとの非難が高まった。その後，青
年訓練所数及び生徒数は次第に減少する傾向が見られ
た。(原 178 頁)
「青年訓練所令J 3 条は私人の青年訓練所設置を認
めており，事業所のなかには企業内技能養成機関を青
年訓練所の形態に変更するところが増えていった。大
規模の事業所あるいは鉱山などでは私立の訓練所を設
け，職員のなかの古参将校等を主事とし，職員，学校
教師，在郷軍人会役員等に指導員を委嘱し，学科は夜
間1----2 時間，教練は毎月 2回日曜午前に行っていた O
職業科目として，工場では工業大意，工場法規，工場
管理法，工場衛生などの科目が，また鉱山では鉱業法
規，電気機械，採鉱などの科目が課されていた O 訓練
生の数は事業所の規模により一様でないが小さいとこ
ろで 14----50 名，大きいところでは 20 名に達し，普
通は 40----50 名から 140--150 名のところが多かった。
訓練生の出席率も土地の事情，作業の状態，疲労の多
少によって異なるが，普通 60--70% で低いところで
は 20% ，高いところでは 85% 以上のところもあった
(協調会『最近の社会運動 j 192 年 952 頁)。大規模
の事業所では，技能者養成や補習教育の制度が備わっ
ていたところもかなりあったので青年訓練所令に基づ
く学科の教育には余り問題はなかったが， 4年間に最
低 40 時間とされた教練については，企業，労働者と
もに相当の抵抗があり，必ずしもその運営に熱心で
あったわけではなかった(隅谷・下 248 頁)0 1930 年
代前には日立製作所日立工場，神戸製鋼所，三菱長崎
造船所，小松製作所，芝浦製作所，石川島造船所など
の事業所で企業内技能養成機関に青年訓練所が併置さ
れていた。(原 186 頁)
(7) 企業内養成訓練と終身雇用年功制の成立
第 1次世界大戦に伴う好景気が去り，労働市場の収
縮が進むなかで，労働移動はこれまでのように自由で
はなくなった。企業は幼年工以外の採用を抑制するよ
うになり，一度離職すると条件のよい就職は困難と
なった。離職はそれだけ制約されることになり，第 1
次世界大戦後，労働移動率は年々急速に低下し，八幡
製鉄所の場合，協調会の調査では大正 8年から 14 年
までの聞に解雇率，雇入れ率ともに 25 ポイントも低
下している O 大企業は次第に採用を幼年工に限定する
ようになり，海軍工廠では大正末年に職工の採用年齢
を 14 歳以上 17 歳未満に限定し，また三菱神戸造船所
でも大正 9年に見習工にその年の高等小学校卒業者だ
けを採用することとした。見習工採用の画一化は，企
業内養成体制の確立と密接に結びついており，組織的
な教育訓練には採用の年齢，質と時期を一定化するこ
とが必然的に要請された。企業内教育訓練施設の普及
により形成されてきた労働者の精神面，技能面の個別
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企業への定着が，不況の慢性化とあいまって，現実の
ものとなり第 1次世界大戦後の重工業における労働市
場は著しく非流動的な構造を示すようになった。高等
小学校を卒業した年に採用された年少労働者が企業内
で 3--5 年程度の技能養成を受け，その後も同じ職場
で経験を積み，熟練を蓄積し次第に難易度の高い作業
に携わり昇進していく企業内昇進の制度が明確になっ
ていった。このような形態は重工業以外でも大企業で
は一般に見られるようになった O 企業内養成訓練は，
終身雇用と年功制を柱とする大企業の労務体制のなか
に組み込まれ，その生産力を支え，労使関係を規定す
る点でも重要な役割を果たすことになった o (隅谷・
下 179 頁)
(8) 中小工場の職工養成
中小工場においては大企業と異なり養成工制度を持
たない事業所が圧倒的に多かった O それでも昭和 6---
7 年になるとようやく機械化が進み手工的熟練が機械
操作に代替する現象が見られるようになった(子安浩
『社会政策時報j 195 号昭和 1 年 148 頁)。電力その
他簡便な動力の普及と精巧で使いやすい機械器具の発
明改良が進んだことで中小製造業はその存立の基盤を
維持することができ，大工場もこれらに一部の仕事を
委託する傾向も見られた(山口正『社会政策時報』
175 号昭和 10 年 13 頁)。これら中小工場では，工場
主をはじめそこに雇用される職工も多くは手工的，万
能工的性格をもった職人的熟練工であった。少人数の
作業現場ではどの作業もこなせる万能工が求められ，
彼らの多くは軍工廠や大工場で職人的熟練工として働
いてきて退職した古参の職工であったり，あるいは
「渡り職人J であった。
彼ら職人的熟練工が中小工場の不十分な設備のなか
で作業能率をあげていくためには補助や雑役を担う労
働者が必要であった。そこで技能習得を名目として低
賃金で雇用できる徒弟が利用された O この徒弟は，低
賃金で雑役，補助労働に駆使されながらも熟練を習得
するために銀難辛苦をしのび相応の年季をかけなけれ
ばならず，職人となってからも「渡り歩く J ことによ
り万能工としての技能の向上につとめた O 移動が技術
の修業課程であった O このほか 中小工場における雇
用関係の簡便さ，移動による賃金の上昇，弁当屋の掛
け売り，業務の繁閑，職人間の不和，給料の遅配，前
借りなどの要因も，中小工場における労働移動に影響
していた。
大正 10 年頃の熟練職工の養成方法には徒弟の過程
を経る場合と，それを経ない見習いによる方法があっ
た。前者は「職人徒弟制J によるものであり，後者は
「工場徒弟制」での職工養成の形態であった O 職人徒
弟制における徒弟期間は 3 年から 9 年間で平均 5 年半
であった。その多くは 15--6 歳から徴兵適齢までの期
間であった O 工場徒弟制の場合は工場もしくはそこの
組長班長と契約を結び見習工となるもので，その平均
期間は 2 年程度であった。職人徒弟制は大工場の出現
と発達によって急速に廃れ，実質的に工場徒弟制的な
ものに変質し移行していった O この時期以降，中小工
場における職工養成は工場徒弟制的形態が支配的に
なっていき，機械化の影響を受けて学術的知識，合理
的な思考がこれまで以上に求められるようになって
いった。(隅谷・下 206 頁)
3 .恐慌と職業教育訓練
第 l次世界大戦後の戦後恐慌や 1924 年以降の慢性
的不況のなかで目に見える成果がすぐには現れない企
業内技能養成は経費節減の第一の対象となった O 不況
に伴う失業問題にみまわれた大正末期には，造船所な
どでの大量解雇により一定水準の技能を持った熟練工
が巷にあふれるようになり，わざわざ経費をかけて自
社で養成するよりも，巷の熟練工を採用した方がはる
かに経済的であるとする考えが台頭してきた。工場学
校は，技能工，幹部職工の養成に大きな役割を果たし
たが，一方で工場学校の運営には相当の経費がかか
り，また，素質のよい養成工に高い水準の訓練を施し
でも，卒業後の処遇が適切でないと，企業外への労働
移動や労働運動に走る傾向も見られた O このような事
情から大規模な事業所でも工場学校の廃止や経費の余
りかからない訓練組織に改組するものもでてきた。
(原 120 頁)他方で，産業合理化に対応した労働力が
要請された。良質で、知的技能的に企業の要求を満たし
うると同時に，労使関係の面でも企業の要望に応えら
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れる労働力を計画的に必要なだけ養成することも求め
られた O
(1)反動恐慌から金融恐慌へ
大正 9 年 3 月，株式市場の恐慌を発端として急激な
反動が起こった。この恐慌を境に物価も株価も急落し
大正 10 年 3 月まで続落した O この 1年間で物価は 4
割下がり，株価は半値になった。貿易収支も再ぴ輸入
超過に転じた。政府と日本銀行による救済資金の放出
も根本的解決とはならなかった。大正 1 年秋には全
国的な銀行の取り付けが大規模に発生し，政府と日銀
は第 2次救済を行い事態、を収拾した。 1923 年(大正 12
年) 9 月に発生した関東大震災は甚大な人的物的被害
をもたらした O 政府は日銀とともに救援，復興のため
に巨額の資金放出を行ったが それが震災手形問題を
ひき起こすことになった。救援復興のため貿易収支は
巨額の輸入超過となり，通貨も膨張し物価が騰貴し
た。為替相場は下落を始め，大正 13 年 1 月には平価
に対して 23% もの大暴落となった。政府は為替相場
の回復につとめ，大正 15 年末には平価近くまで戻し
たが，これに伴い物価は下落を続け，昭和 2年春には
大規模な金融恐慌となった。
昭和 2 年の第 52 帝国議会における震災手形損失補
償公債法案及び震災手形善後処理法案の審議は大問題
となったが，それに端を発して一部銀行で取り付け騒
ぎがあり，それが拡大して大恐慌状態を現出した。震
災手形を多く所有していた台湾銀行に対する救済非常
貸出損失補償の緊急勅令が枢密院の容れるところとな
らず，若槻内閣が倒れ，これに代わった政友会田中内
閣は 4 月に 3 週間のモラトリアムを行い恐慌の鎮静化
を図った。この時，各企業は減資，減配，解散，合
同，預金の切捨て等が行われ整理を進めた O しかし，
根本的な整理にはほど遠く， 8億円もの政府による補
償融資により通貨は以上に膨張し，金利低下によって
資金の海外逃避が進んだ。(土屋 16 頁)
(2) 金輸出解禁と世界恐慌
昭和 4 年に入り在外正貨は減少を続け，対外支払超
過が続いていたため，その決済が懸念されており，金
輸出解禁は重大な問題となっていた。田中内閣に代
わった浜口内閣は翌 5年から金解禁を断行することを
宣言した O これにより為替相場は高騰し，物価，賃金
ともに低落し，事業は不振となり失業者は増大し，一
般民衆及び企業の購買力は激減したため深刻な不況と
なった。また昭和 4 年 (192 年)にはアメリカでの
株式恐慌に端を発した世界恐慌が起こっており，これ
が金解禁後の日本経済に大きな圧力を加えた。生糸や
繭の相場は半値となり輸出が減り農村の収入が激減し
た。一般の貿易も不振となり，物価の世界的な下落に
伴い銀塊相場も激しく値を下げたため，対華為替が高
騰し中国向け輸出が著しく減退したため日本の恐慌は
いっそう深刻化した o (土屋 162 頁)
(3) 農村の窮乏化と経済更生
この恐慌は非常に深刻であったが，農村の恐慌は
もっとも激しかった。農産物価格の急落により昭和 5
年の農村収入は半減となった。この年の作況は豊作で
あったが，豊作飢鐘の声もささやかれた。著しい収入
滅にも関わらず，農産物価格の激しい下落と農家が購
入する商品価格の低落との聞には 2 割近い講離(鉄状
価格差)が生じており，農家経済はこれだけでも非常
に困難な状況にあった O さらに 農家に対する公租公
課は商工業者のそれに比べ著しく重く，副業の労賃も
激落し，昭和 5年には百数十万人もの失業者が帰農
し，農村の過剰人口は一層増えた。農村恐慌は実に深
刻な事態を極めていた。(土屋 163 頁)
昭和恐慌は農民と中小商工業者に甚大な打撃を与え
たO とくに農村の窮乏と農家の没落は著しかった O 農
産物価格はますます下落し，農家の負債は加重し，小
作争議が増大した。農村窮乏により歳入不足に陥った
地方では小学校教員の俸給不払まで生じた O これに対
して政府は米価対策，農家負担の軽減，負債整理，農
村更生運動などの対策を講じるが，余り効果は見られ
ず，農村の窮乏は一層深まった。これらの施策のうち
農村更生運動は 1932 年(昭和 7 年)から日中戦争の
時期まで続けられ，全国農村-のうち農林省が指定した
町村 (1932 年において 750 町村)について経済更生
計画を作成させ，これに重点的に補助金を支出し，更
生事業を支援しようとした O 更生事業では土地改良，
農村工業，産業組合の拡充，農業倉庫の建設，農業簿
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記の普及，技術指導の強化などが行われた。これは国
の補助金によって農業部門の投資を増加し，生産力の
拡充を図り，商品経済への適応を図ることを狙いとし
ていたが，その投資規模は小さく意図した成果は余り
上がらず，多分に精神論的な面だけが強調された O 農
林省は「地方農事試験場及地方農事講習所規定」を適
用して 1934 年以降，各地に修練農場(農民道場) ，漁
村修練場(漁村道場)を設けて経済更生を担う中堅の
人材養成に乗り出したが，そこでの教育には当時の農
業に内在する矛盾を日本精神によって克服することを
求める不合理な面を持っていた。中国東北部への侵出
が始まると農民道場は満蒙開拓青少年義勇軍の訓練所
に転換したものもあった。(農林省経済更生部『修練
農場・漁村修練場』昭和 10 年) (細谷 21 頁)
(4) 経済の縮小と社会不安の増大
農業以外の産業においても卸売物価が下落し，生産
指数も生産材，消費財ともに低下した O このような状
況の下で産業の合理化が進められ，生産の集中，資本
の集積が加速した。また貿易も輸入超過のまま，輸出
入とも昭和 5年には 3割以上も減少してしまった。金
融業では深刻な農村恐慌により地方の銀行の破綻が多
発し，銀行の合同，合併が進んだ。銀行預金も減少し
たが，大銀行の減少率は低く，預金の大銀行への集中
傾向が見られた。このような経済情勢の打開策とし
て，政府による失業救済事業，救農土木事業などが行
われ，さらに更生方策そして，産業合理化方策がとら
れた。昭和 6 年 4 月には「重要産業統制法」が制定さ
れ産業合理化の一翼を担った。(土屋 164 頁)
昭和 6 年 9 月に満州事変が勃発するが，社会経済情
勢はあらゆる面において悪化の一途を辿った O 工場労
働者の賃金は低下を続け，失業不安が深刻化し，労働
争議の件数も昭和 4年の 1420 件から昭和 6年には 2456
件と増加し，思想的にも先鋭化している O 農村の小作
争議も増え，その性格も小作料に関わる経済闘争ーから
土地問題に中心とした政治闘争の様相を強めていた。
この時期の農民運動では軍隊の除隊兵が郷里の農村に
おいて小作人組合の闘士として運動の指導にあたるこ
とが多かった。(土屋 163 頁)
(5) 産業合理化の進展
恐慌期には資本の集中が進み，産業の合理化と相
まって大企業の生産力は急激に増大した。紡績業では
機械の圏内生産が可能で自立的な技術開発が進めら
れ，作業工程の自動化，連続化が実現した o 1926 年
に完成した豊田式自動織機は世界的に高い水準にある
とされ，その後急速に普及した。 192 年(大正 4 年)
の「工場法改正」により実施された年少者，女性の深
夜業の禁止は紡績業の合理化を進める重要な契機と
なった O
一方，鉄鋼，化学などの重化学工業は生産手段を外
国からの輸入に頼っており，独自の技術的な展開は見
られず，産業合理化も技術的基礎はアメリカなどから
の技術導入に依存していた。この時期の合理化は機械
体系そのものの改善よりも，その善後の工程における
工場電化，原料処理，品種の整理による規格の単一
化，統一化にその重点が置かれた。すなわち設備規模
の拡大と大量生産による原材料の節約，間接費の低
減，労働能率の改善によるコストの低下がその主なも
のであった。
この過程で賃金の切下げ，人員整理，労働時間の延
長などによる労務費の引下げも強行され一層の合理化
が行われた。その結果，失業者は巷にあふれ，その数
は農村の潜在的失業者を加えると膨大な員数に達した
とされる。労働関係は緊迫化し，労働争議が多発し
たo (細谷 7 頁)
(6) 基幹的熟練工の要請
昭和恐慌のなかで推進された産業合理化は，一方に
おいて著しい労働力の節減をもたらし，失業者を生み
出すとともに，他方では合理化に対応した労働力を要
請することとなった。すなわち，良質で知的技能的に
企業の要求を満たしうると同時に，労使関係の面でも
企業の要望に応えられる労働力を計画的に必要なだけ
確保することが求められた(隅谷・下 194 頁)。こう
した熟練工問題について商工省生産管理委員会は
1930 年(昭和 5 年)以来，審議を重ねており，翌年
その成果を『見習工教育の改善』として発表した O さ
らに同委員会は検討を続け， 1938 年(昭和 13 年)に
も『工業教育を中心としてみた我国教育制度の改善』
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を発表し，そのなかで見習工教育と熟練工の養成方法
について，問題点を指摘している O それらの教育，養
成方法に幾多の欠陥があり，その主な点は，工場内の
実際知識を学科内に織り込む努力が欠けていることに
あるとしている O とくに工場における見習工教育は，
その基本訓練をなるべく団体的に行うべきであるとす
るO 熟練工が不足する理由の一つは，各工場における
養成方法が不完全であるとともに，実業教育が工業界
の実情にそぐわないことにあるとしている o (原 203
頁)
労使協調を推進するために大正 8年に政府と財界に
よって設立され労働事情調査，労働者教育，職長教育
などに力を入れてきた協調会は， 1936 年(昭和 1 年)
に熟練工養成問題について徒弟制度と技術教育の観点
から調査を行いその結果を報告している O また 1938
年(昭和 13 年)には協調会に設けられた徒弟問題研
究会が，基幹的熟練工の重要性とその養成について提
言している O そこでは，大量生産の要件として機械の
専門化，作業の細分化，単純化が提唱されるなかで熟
練工の数は減少が予想されたが，実際には減ることは
なく増加の傾向さえ見られるとし，産業界で最も求め
られその不足を痛感されているのも熟練工であり，生
産の中心をなすものは基幹的熟練工であって単能工や
未熟練工はその補助にすぎないことを強調している O
そして「基幹的熟練工養成制度要項」を提示してい
るO ここでの「基幹的熟練工」とはその従事する職種
に属する様々な作業にあたって指導者の指導助言がな
くても単独でこれを遂行できる技能と判断力を持った
職工のことをいい，他の作業への転換または新規作業
への適応が比較的容易であることから企業の運営に弾
力性を持たせることの可能性を提示している O
(7) 単能工養成と機械工養成所
1935 年(昭和 10 年)に設立された東京府機械工養
成所は，単能工養成を組織的に行った最初の公共施設
であった O 当時の世相が険悪で、あることの大きな理由
の一つが失業であることから，失業者のなかで中卒ま
たは同等以上の学力をもった智能のあるものを対象と
して，前期 3 カ月後期 3 カ月，合計 6 カ月の短期間に
機械工として必須の知識及び技能を授けることを目的
として設置された職業補導機関である O 熟練工不足が
深刻化するなかで効果的な単能工養成の機関，方法と
してこの養成所は積極的に評価を得ることになった。
東京府につづいて神奈川県もこの方式にならい 1937
年(昭和 12 年)に日産自動車の施設を借り，日産に
委託して県立とした神奈川県機械工養成所を設立し，
中等学校卒業者もしくは同等以上の学力のあるものに
対して 6 カ月の短期訓練を行った O しかし受入現場の
評価は必ずしも高いものではなく，町工場の職工の方
が技能の点で優れているとか，一定期間の再教育が必
要だといった声もあった。
その後， 1938 年(昭和 13 年)には東京府機械工養
成所は国立に移管され，さらに名古屋，大阪にも国立
の機械工養成所が設けられた。翌年の「技能者養成
令」の公布とともに東京の機械工養成所は，技能者養
成の任にあたる指導員の養成を目的とした機械技術員
養成所に改組された。また同時に各府県に高等小学校
卒業者を対象とした機械工訓育所が設立された O また
1938 年(昭和 13 年)の職業紹介事業の国営移管に
{半って，職業紹介所が職業補導も並行して行うことに
なった o 193 年(昭和 14 年)初めの時点で全国に職
業補導関係施設は 96 箇所設けられており，そのうち
機械工補導所が 29 箇所あった。この機械工補導所は
機械工養成所よりさらに短い 3 カ月間で職業補導を行
うため週 48 時間のうち学科は 7 時間で他はすべて実
習に向けられ，全く実習本位の速成訓練であった。
(原 21 頁)
(8) 実業教育振興委員会の設置
昭和 5年の中等実業学校の諸規定の改定は，低度実
業教育の振興を図ったものである O 学校卒業生の就職
難が激しくなり，中等教育の中退者及び初等教育の修
了者の産業従事者が激増する情勢をふまえて，下級職
業教育機関を拡充する方策を講じ，国民の職業生活を
安定させる社会政策的な見地に立ったものと見られ
るO しかし，現実には低度実業教育の機関は拡充せ
ず，乙種実業学校は一般に逓減する傾向が見られた。
とりわけ農業学校で顕著で、あり， 1926 年の 15 校が
1932 年(昭和 7 年)には 98 校に激減しており，農家
経済の破綻を反映している O 同じく農村地域の実業補
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習学校も 1925 年以降漸次逓減し 1932 年までに 20
校が廃校となった。(細谷 26 頁)
政府は 1935 年(昭和 10 年) 教育に関する諮問機
関として，内閣審議会，教学刷新協議会とともに実業
教育振興委員会を設置している O 産業界，政界，教育
界などの代表者から構成された実業教育振興委員会は
文部大臣の諮問に応じて 1936 年(昭和 1 年)にその
答申を行っている O この答申では，国民生活の職業的
安定が国力増進の原動力であり 産業発展の基盤であ
るという立場から，実業教育振興の基本的事項を網羅
しており，とくに低度実業教育の普及徹底を標梼し，
「夜間実業教育」の勧奨 各種学校の助成など具体的
な提案を示している O これは単に乙種実業学校の拡充
だけではなく，定時制学校を含め，さらに，これまで
放任状態にあった各種学校までも取り上げているとこ
ろが特徴的である o 1935 年にすでに勤労青少年の教
育機関としての青年学校が発足していたが，この青年
学校とともに実業教育にあたる機関を拡充しようとし
た。(実業教育振興委員会『実業教育振興に関する意
見・ t下』昭和 1年)
4. 戦時下の職業教育訓練
193 年(昭和 6 年)の満州事変勃発以降，軍需産
業1の発展と新産業の勃興，技術の高度化等により熟練
工に対する需要が増加し，熟練工の養成が重視される
ようになった。さらに日中戦争の勃発により，機械工
の養成が焦眉の急となった。戦争の長期化に伴い熟練
工の不足は一層顕著となり，恒久的な技能工養成の施
策が求められ，重工業部門の中堅職工の確保を目的と
して 193 年(昭和 14 年)に「工場事業場技能者養成
令」が公布された。この養成令は，事業主に対して職
場において従業員に一定の技能教育を施すことを義務
づけた。これは「国家総動員法」に基づいて厚生大臣
の指定する工場事業場における技能者養成であり，技
能訓練とともに徳性の滴養や知識教育も含まれ，これ
までの見習工教育を内容の面で一層深化させている。
(1) 戦時経済の進展
戦時労働力動員体制の展開は，既存の労働力の量及
び質を前提として，その配分を強力かっ重点的に行お
うとしたものである O しかし企業の労働力需要と生産
力の維持増大の要請は，既存の労働力に対する質の上
昇を必要とし，職工の技能養成は戦時経済の進展とと
もに重大な課題となった O
① 満州事変と金輸出再禁止
中国大陸の奉天北方で発生した柳条溝事件を契機と
して起こった満州事変は国際関係の悪化を招き，日本
経済に大きな影響を与えた。事変の数日後(1 931 年 9
月 21 日)イギリスは金本位制を停止しロンドン市場
の日本の銀行資金を缶詰にした O このため新たに為替
資金の補充が必要となりドル買いが行われた。また日
本の金輸出再禁止を見込んだ投機的なドル買いも盛ん
になり，同じく商品の巨額の見越し輸入も行われた。
そのため昭和 6 年 10 月から金輸出が再禁止される 12
月までの聞に 3億円もの正貨が流出した。これにより
圏内通貨は減少し，金利は高騰し，長期金融は逼塞
し，銀行の資金繰りも窮迫し，恐慌は急性化の様相を
呈した。民政党若槻内閣に代わって 12 月に成立した
政友会の犬養内閣は金輸出の再禁止を閣議で決定し，
金本位制から離脱した。これにより日本の経済はデフ
レからインフレへと政策の転換を行った。
満州事変の戦況と金輸出再禁止による貿易の伸長を
見通して昭和 7 年は景気の回復が期待されたが，アメ
リカの不況が深刻化し景気はさらに後退した。一方，
軍備増強のため生産活動は重工業に重点を移したが，
金輸出再禁止後の為替不安により資金の海外逃避の傾
向が強まった。これを抑制するために昭和 7 年 7 月
「資本逃避防止法」が施行された。
昭和 8年には国際連盟脱退や日印通商条約破棄によ
り国際関係が緊迫化し，軍事費を中心として予算が膨
張した。そして軍需生産を中心として生産活動は活況
を呈したが，資源不足と狭|溢な国内市場から自立的な
経済を形成することができなかった。経済の統制と管
理が進み， i日本製鉄会社法J i外国為替管理法J i米
穀統制法」などが施行された。また翌年には，日本の
軽工業の国際市場への顕著な進出からソーシャルダン
ピングの問題も発生した o (土屋 16 頁)
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② 経済の統制と国家総動員法
昭和 1 年 2 月の 2 ・26 事件の直後に成立した虞囲
内閣は準戦時体制を確立する O 軍備拡張，国防整備，
産業動員の施策を推進し，これに対応して馬場大蔵大
臣は，公債漸減主義の放棄，増税，低金利政策を強化
する財政方針を打ち出した。昭和 12 年 6 月に成立し
た第 1次近衛内閣もこの方針を継承して，生産力拡
充，国際収支の均衡，物資需給の予測適合を柱とした
財政経済 3原則を打ち出した。ここでは軍事支出の増
大によるインフレの進展を阻止するための統制の強化
が求められていた。昭和 12 年 7 月に勃発した日中戦
争は政府の不拡大方針にも関わらず拡大を続け，本格
的な戦争になっていった。このため軍事費は益々増大
し，設備や物資は不足し，統制がしだいに経済の全面
を覆っていった。
昭和 12 年には「軍需工業動員法J r工場事業場管理
令」の施行をはじめ，貿易を戦時経済に対応させる
「貿易及び関係産業の調整に関する法律」ゃ「輸出入
等に関する臨時措置に関する法律」が施行された。そ
の他「臨時輸入許可規則」の施行， r為替管理法」の
施行，さらに資金の流れを統制する「臨時資金調整
法」も施行された。またこの年の末から翌年にかけて
重要原材料及び製品について使用制限，禁止あるいは
配給統制が実施された。しかし，これらはいまだ業者
の自治に委ねられ強力なものではなく，統一的体系的
なものでもなかった。戦時統制がはじめて統一的かっ
体系的に強化されるのは昭和 13 年の国家総動員法の
施行からである。(土屋 169 頁)
日中戦争から太平洋戦争に至る時期には，航空機工
業，アルミニュウム工業，自動車工業などの産業が拡
大し，軍需に促進された技術の進歩が見られたが，そ
れは軍需市場と国家の助成に依存したものであって，
その基礎に技術が自主的に展開するような条件は整っ
ていなかった。欧米諸国では第 2 次世界大戦後には中
に，合成化学，電子工学，原子力などの新しい技術が
構築され，戦後において大いに開花したが，日本では
全体としての技術は停滞状態にあった。日本の軍需産
業は，資本の調達，手IJ 潤及び配当の保証，租税などの
面で国家の保護を受け，また各種の国策会社，統制会
などが設立され，原材料の割当，生産数量，価格，労
働力配分，資金などあらゆる面からの統制が行われ
た。(細谷 2 頁)
昭和 13 年 7 月国家総動員法に基づいて物資総動員
計画が実施され，為替相場の堅持，軍需資材の供給確
保，公定価格の設定，消費節約と配給統制の強化，輸
出要原材料の圏内消費防止，貯蓄普及の徹底，主要物
資の増産，労働能率の増進，労働力の充足措置，転業
及びこれに伴う失業の救済などの基本方針が貫かれ
た。このような計画の実施により産業経済は甚大な影
響を受け，産業の再編が進められた。その最も端的な
ものは民生部門における中小企業の転業・失業問題で
あった。園内原料の使用禁止，配給統制により中小企
業では原材料入手が困難となり転業が続出し，その従
業員の失業も多数にのぼった。このための救済措置を
必要とするものは同年 8 月の段階ですでに 39 万人と
見られていた。一方で、，熟練労働力は不足し，企業問
での争奪が激しさを増した。この対策として昭和 13
年 8月に「学校卒業者使用制限令」が施行され，翌 14
年には「学校技能者養成令J r従業員雇入制限令J r賃
金統制令」などが施行された。(土屋 171 頁)
③ 物資と労働力の逼迫
昭和 14 年 9 月に勃発した欧州戦争は日本の貿易に
大きな影響を与えた。また翌日年 9 月の日独伊三国
同盟の締結はアメリカの屑鉄の対日輸出禁止をもたら
し，さらに 16 年 7月の対日資産凍結令へみちびいた。
これにより英米を中心とする連合国側とは全面的な経
済断交に陥り，日本の貿易業者，輸出関係産業はほと
んど活動停止状態となった。英米ブロックからの供給
に依存していた鉄，石油，綿花，工作機械などの輸入
は途絶し産業活動は甚大な影響を被った O 昭和 15 年
には「物資総動員計画」の立て直しが必要となり，重
点主義がとられることとなった。石炭をはじめとした
重要物資の増産に補助金や奨励金が支給される一方
で，消費の規制や配給の統制が拡大された。第 2次近
衛内閣による「新経済体制確立要項」この要請に応え
るためのものであった。このナチスを模倣した全体主
義的な経済統制により，統制の範囲が拡大し，事業の
廃止，合併，解散までも命じうるようになった O 政府
は重要業種について整備要項を作り整備の方針を指示
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するとともに，事業者の発意による合同，または組合
組織による共同経営を奨励している O 軍需関係につい
ては昭和 16 年9月に「重要産業団体令」が施行され，
業種ごとに定められた統制担当の企業が配給及び生産
力増進の指導にあたることになった。(土屋 172 頁)
昭和 16 年 12 月に太平洋戦争が勃発するが，船舶の
被災が急増し外地からの資材調達が困難の度を増し，
物資総動員計画は破綻し，統制措置も実効を期待でき
なくなった。昭和 19 年半ばには制海権を失い海上輸
送は麻癖状態に陥り，原材料輸入の激減により生産増
強が不可能なばかりか産業の土台が崩壊する事態と
なった。その後，わずかなストックにより数カ月生産
を維持しえただけで，キ|主戦能力の経済的基礎が失われ
たO 昭和 20 年のはじめには製油所に原油がなく，ア
ルミ工場にボーキサイトがなく，製鉄所には鉄鉱石も
コークスも尽きていた。この頃から日本本土に対する
空襲が激化し，工場は被災や疎開のためその生産はほ
とんど麻揮してしまった。
このように日本の継戦能力は太平洋戦争の全期間を
通じて漸次失われていったが，一方で経済統制は逆に
益々強化されていった。戦力の基礎である生産力が減
退すればするほど，統制力を持ってこれを強化しよう
とい企業整備，配給統制が強められ，他方では資
材，労働力の重点配置を促進して，生産力の減退を補
おうとした。昭和 18 年までは，以上のような方法
で，航空機を主とする絶対的に必要な兵器だけは，そ
の生産を増進または維持しえたが，それ以降はあらゆ
る方法をもってしでも戦力の増進はもとより維持すら
も不可能となった O 海上輸送力の激減により原材料輸
入はほぼ途絶し，企業整備や回収による原材料の利用
にも限度があり，さらに国内における食糧の不足が顕
著になってきたため，生産力は急速に低下していっ
たo (土屋 174 頁)
農業では，招集，徴用などで強制的に労働力が農業
部門以外に流出した。機械化の進んでいなかった日本
の農業において労働力の減少，とくに成人男子の減少
は農業生産に重大な影響を与えた。農業生産の縮小は
食糧不足をもたらし継戦能力の維持に影響を及ぼす恐
れがあったことから，政府は増産対策を懸命に推進し
た。労働力不足に対しては農業要員の指定を行い農業
生産の担当者に徴用がかからないようにし，また学徒
その他の勤労奉仕隊を組織して農繁期には農業の手伝
いをさせた。そのほか共同作業を奨励する措置もとら
れた。さらに労働力不足の対策として土地改良事業が
奨励され，農地の労働生産性を高め 肥料の不足にも
対応しようとした。しかし この事業も労働力や資材
の不足などで余り成果をあげることができなかった O
(細谷 23 頁)
(2) 戦時体制下の職業教育
日中戦争の勃発を契機に軍需工業は急激に膨張し熟
練工の不足が著しくなった。昭和 12 年には工業学校
に第 2 部が設置され，また第 2 本科，専修科など増設
拡充が続いた。昭和 13 年には学校卒業者使用制限令
が出され工業関係の学校の卒業者を対象として技能者
の重点的な配置を図る施策が展開された。また昭和
15 年には実業学校及び実業専門学校の卒業者の上級
学校への進学をその 1割以内に制限する方策が講じら
れた。昭和 18 年の「国民教育に関する戦時非常措置」
では，士業学校または学科の新設， 2部教授，夜間授
業などによる定員増加を図るとともに，商業学校の工
業学校への転換，工場における私立工業学校の設置が
進められた o (細谷 3 頁)
① 戦時下の教育改革
1938 年 9 月，商工省生産管理委員会は『工業教育
を中心として見た我国教育制度の改善』を発表した。
同委員会の前身は 1930 年 6 月に設置された臨時産業
合理局の生産管理委員会であり，浜口内閣の答申に基
づく産業合理化運動の指導的機関であった O この 4万
字以上にも及ぶ膨大な報告は，工業教育卒業者の需給
の均衡，教育方法の改善，青年学校での教育，夜学制
度，実習などの事項について改善点を指摘している。
中等段階の工業教育については，その卒業者が労務
に就くことを喜ばない点が最も重大な欠陥であると指
摘している O 彼らは一般労務者の指導者として労務者
の聞に交わって現場で実地に作業をする経験を重ねる
ことにより，堅実な職工長となり，その能力に応じて
さらに昇進するべきであるとしている。そのために学
科目を整理し，十分な労作の時間を課し，心身をよく
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鍛練し，労務者をよく指導できる青年を養うことが急
務であるとし，実習をもっと重視し，実習担当教員の
処遇を改善しその資質を向上させることが必要である
としている O このように学科目を整理すると上級学校
への進学準備教育はで、きないが，希望者には補習科を
設けて対応すればよいと述べている O
高等工業教育については，多大な費用を使いながら
必ずしもその使命を達してはおらず遺憾で、あるとし
て，高等学校，大学予科，専門学校はその内容を改め
修業年限 4 年の「大学」とし，既存の大学はこれを
「大学院」として修業年限を定めず真に学術を究める
能力のあるもののみ入学させるべきであるとしてい
るO この時期には，他にも経済審議会の『教育改善に
関する建議J，日本工学会の『工業教育改革案』など
が出されているが，いずれも専門学校を年限延長し拡
充強化した「大学」によって供給される実用的で志気
の高い人材に大きな期待を寄せている O これらの改革
案における抜本的な制度改革論は，日中戦争の開始と
ともに軍需生産が本格化し熟練工，技術者の膨大な需
要が惹起されると全く影をひそめ，修業期間の短縮と
収容学徒数の増加が主要な問題となっていった。(原
149 頁)
② 国民学校と青年学校
194 年(昭和 16 年)，小学校に代わって国民学校
が設置された。国民学校では職業を通して国に奉ずる
熱意という皇国の民に必須の資質に対応して実業科が
置かれ，男児には週 5時間，女児には週 2 時聞が課せ
られた O この実業科工業の目的においては工業一般の
普通の知識ではなく，地方の実情に即した最も適切な
ものの一つを学ばせるものとしていた。国民学校では
教科書はすべて固定となり， I工業」も 194 年(昭和
19 年) 8 月に至って『高等科工業』の上下 2 巻が発行
された。時局を反映して，産業報告の精神や国民精神
の発揮が強調されていた O しかし，これより先，同年
1月には国民学校初等科を除くすべての学校における
授業が停止され，これらの教科書も実際に使用される
こともないまま終戦を迎えることになった。太平洋戦
争の勃発以降，都市の学校では高等科終了児童の大部
分が工業方面に就職するようになったため，地方の小
都市の学校でも工業を中心とした実業科を編成すると
ころが多くなっていった。(原 167 頁)
近代戦争はその遂行に戦闘員のより高い一般的知的
能力と軍事技術への習熟を不可欠なものとしており，
もはや義務教育だけにそれを期待することはできない
状況になっていた。そのため軍部は青年学校の設立に
乗り出した。 1935 年(昭和 10 年)に設置された「青
年学校」は，男女青年に対レ心身の鍛練とともに職業
及び実際生活に必要な知識技能を授け国民としての資
質を向上させることを目的としていた(青年学校令 1
条)。この青年学校は，尋常小学校卒業者を対象とす
る普通科 (2 カ年)と，高等小学校卒業者及び普通科
修了者を対象とする本科 (5 カ年)に分かれており，
修身，公民，普通学科，職業科，教練などの訓練科目
が配されていた。「青年学校教授及び訓練要旨J (1938 
年訓令 27 号)では職業科工業について工業概論，機
械工業，電気工業，化学工業などが課せられた。しか
し，青年学校における工業教育の実情はその履修生徒
数においても，教育の質的な面においてもともに低調
であった。 1938 年の全国の青年学校の生徒数は 21
万 70 人であったが，そのうち公立青年学校で工業
を修めたものはわずか 1万 10 名にすぎなかった。
しかも公立青年学校のほとんどが小学校併設であり，
簡単な実験実習設備や教具さえも整えられていないの
が普通であった。教員の問題も深刻で，青年学校教員
養成所 (2 カ年)が設置されるが，職業科の内容は殆
どの場合農業で，工業技術を内容とする職業科教員の
養成は実現を見なかった。教練を除く青年学校教育を
支えた主体は小学校教員であった。このような状態の
下で青年学校生徒の職業教育に対する期待は到底満た
されることはなく，兵役期間短縮の特典や軍官民の強
力な就学指導によっても，充分な就学率は確保できな
かった。これは装備の近代化に伴う兵役前教育の強化
を求める軍部にとっても遺憾なことであった。 1938
年(昭和 13 年) 7 月の教育審議会の答申をうけて翌
年からは青年学校の義務制が実施され，兵役期間短縮
の特典は廃止された。義務制の施行により青年学校の
生徒数は 1943 年において 306 万人に達しているが，
施設，設備及び教員の欠陥は改善されるどころか益々
矛盾を深めていった o (原 182 頁)
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③ 工業学校の大拡張と教員の不足
1930 年代前半においては，技術者養成を目的とす
る工業専門学校の発達が著しく，下級中級の技術者は
ほとんど供給過剰の状態にあり，工業学校卒業生の参
入する余地はほとんど残されていなかった。しかし，
このような状況は，日中戦争の進展によって一変し
た。熟練工は払底し，下級技術者に対する需要も著し
く増大し，商工省生産管理委員会のいう「不完全な」
教育を施している工業学校でもその卒業生は全部産業
界に吸収されることになった。
1935 年(昭和 10 年)に設置された実業教育振興委
員会は 1938 年(昭和 13 年) 7 月の答申において，工
業教育機関の全般的な拡充整備の必要性を強調し，と
りわけ自動車，航空機，工作機械などの機械工業，艦
船工業，採鉱及び冶金工業，燃料電池，有機化学合成
などの化学工業，電気通信などの電気工業に携わる人
材の育成に留意することを求めている O
軍事国防予算が急増する 1935 年(昭和 10 年)頃か
ら工業学校の新設が目立ち始め， 1937 年(昭和 12 年)
7 月日中戦争の勃発とともに政府は技術者，熟練工養
成に関する一般方策を決定し，工業学校の大増設が始
まった。昭和初年に比して昭和 17 年の工業学校は学
校数で 2.6 倍，生徒数で 3.8 倍にも急増した。この時
期の工業学校の拡張に大きな役割を果たしたのが第 2
本科と称する夜間課程の設置であった。大正末までは
夜間実業学校の多くは商業学校で，工業学校は安田保
善，法政工業など僅かであったが，昭和に入ると工業
学校及び女子実業学校の夜間課程の増加が著しく，
1935 年には夜間工業学校は 12 校に達した。さらに日
本工学会や商工省生産管理委員会が夜学制度の確立を
強く訴えたこともあり，工業学校拡張の方途として，
第 2 本科の設置が推進され， 1938 年から 40 年までの
聞に 640 名もの増募が行われた。また，工業学校第
2 部は中学校卒業生を対象に 6 カ月間の短期間で専門
教育を施すことを目的として設置された。そこでの養
成費，設備費の一部を国庫から補助し， 1938 年には
160 名ほどの卒業者があった。中学校卒業生に短期
の専門教育を施し実業学校の代替を行う考え方は明治
末からあり， 1907 年の師範学校規定改正による師範
学校 2 部の設置をはじめとして神戸商業学校，福岡工
業学校などで設置されていた。 1937 年以降はこの制
度が工業教育機関の増強に活用されるところとなっ
たo (原 29 頁)
工業学校の急増は，工業教員の生産現場への転出と
相まって，未曽有の工業教員の不足を生じた。 193
年(昭和 14 年)度において公立工業学校の工業教員
定数 534 名に対し，現員はわずか 206 名，充足率 39
%にすぎず，工業科関係の授業は全くの混乱状態に
陥っていた。工業教員の過重負担が著しく，臨時嘱託
の採用でも間に合わず，工業実習の増加や普通科目の
時間増でこれを糊塗するという極めて変則的な事態に
立ち至った。当時，普通科目は大学出身の教員が担当
していたが，工業科目は専門学校出身者が担任してお
り，この面での不均衡も生じていた。このため政府は
急逮，工業教員の養成に乗り出し，東京，横浜，名古
屋，熊本，広島などの高等工業学校に工業教員養成の
施設を設置した。さらに 1943 年(昭和 18 年)からは
金沢，仙台，山梨，多賀，宇部などの工業専門学校に
も工業教員養成所を付設した。こうして工業教員の確
保を図ったが，工業学校の爆発的増加と工業教員の生
産現場転出，さらに応召のため，この矛盾は益々深刻
なものとなった。(原 238 頁)
④ 中等教育諸学校の整理統合
193 年(昭和 6 年)に「中学校令施行規則」が改
正され，新たに公民科と作業科を設けることになっ
た。作業科を設置した最大のねらいは「勤労を愛好す
る精神」の酒養と「思想の善導」にあった。作業科及
ぴ実業科の設備備品に対しては国庫からその 2 分の l
が補助金として公布され 設置猶予期間の 5年間に分
割して支出される予定であったが 1934 年以降は軍
事費増大などの財政上の都合により削減されていっ
た。また， 1938 年(昭和 13 年)の学生生徒に対する
集団勤労作業実施の通達により作業科は作業奉仕を目
的とするものに変容していった。 1943 年(昭和 18 年)
の「中等学校令J により，集団勤労作業は修練として
教科外活動とされた。同じく 193 年(昭和 6 年)の
「中学校令施行規則」の改正では 実業科を課すこと
とし，農業，工業もしくは商業を教授することとされ
た。規則の上で工業が設けられたが 実際に工業を設
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置した学校は全国的にそう多くはなかった。(原 17
頁)
1937 年(昭和 12 年) 12 月に設置された教育審議会
は，中等教育に関する答申を行い，中等教育の一元化
を目指して「中等学校」という名称、を使用し，思い
切った制度の修正を施し，中等教育大衆化の方向を示
唆した。これまで一貫して高い普通教育を建前として
きた中学校，高等女学校にも専任教員を少なくとも 1
人は置いて実業科を課すこととし，また実業学校と中
学校，高等女学校との間で相互に転校の途を開くなど
注目すべき提案がなされている O
この教育審議会の答申をうけて 1943 年(昭和 18 年)
に「中等学校令」が新たに公布された。同令に基づく
「実業学校規定J 1条は実業学校教育の特色として皇
国精神の体得と産業技能の錬磨をあげている O しか
し，時局に伴う修業年限の短縮等もあり実習時間は大
幅に削減されている O そして工業学校の学科について
も，これまで家具塗装，電鍍，彫金，球部，測量など
10 近い細分化された学科が存在していたが，これを
機械，航空機，造船，電気，工業化学，染色，建築，
採鉱，冶金，金属工業など 15 学科に統ーされた。
また中等学校令では，教科用図書はすべて文部省の
著作権を有するものとし，実業学校でも，普通科目は
文部省編纂の固定教科書を使用し，実業科目は実業教
育振興中央会編纂の検定教科書を使用するものとされ
た。同会編纂の教科書の発行は大規模かつ急速に進
み，工業，農業，水産，商業にわたり敗戦までに 1
種類 138 点にのぼった O しかし，中等学校令公布の翌
194 年には緊急学徒勤労動員方策，決戦非常措置要
項により，年間を通じての常時工場動員や学校自体を
生産工場にする措置がとられ，学校教育そのものが崩
壊し，この教科書も充分に活用されることはなかっ
た。これらの実業科目の教科書はむしろ戦後において
活用され，大分部は戦前のまま，もしくは多少の改定
を施して戦後 10 年近くも，これによる教育が行われ
た。(原 240 頁)
日中戦争の長期化と拡大の見通しのなかで，工業教
育機関は全般的に拡充整備が進められ，工業学校の新
設，増募が相次ぎ，太平洋戦争の開戦とともに工業教
育機関の大拡張が行われた。 1943 年(昭和 18 年)に
中等学校令が公布されたが，時局の窮迫は激しく，同
年 9 月には文科系学徒徴兵延期の取消しとそれに伴う
諸学校の整理統合が決定され，工業学校，農業学校，
女子商業学校の拡充と，男子商業学校の工業学校，農
業学校，女子商業学校への転換と整理縮小が進められ
た。また工業教育について実習はできるかぎり生産工
場と連絡し，一定規格を有し，教育目的に合致したも
のの製作加工を下請けし，または学徒を工場において
生産作業に従事させ，実習と勤労作業を兼ねさせるこ
ととした O さらに時局に関し不要不急の学校は閉鎖
し，または戦力増強に必要な学校に転換することに
なった。こうして 194 年(昭和 19 年)には男子商業
学校 450 校のうち 48 校だけが存置され，他は， 274 
校が工業学校に， 39 校を農業学校に， 53 校を女子商
業学校に転換し， 36 校は廃校とする計画が立てられ
た(文部省『産業教育 70 年誌j 1956 年 304 頁)。こ
れにより工業学校の数は同年に 483 校に達し，生徒数
は翌 45 年には 29 万人にのぼった。これは 10 年前の
1935 年と比べると 5.8 倍に相当する大拡張であった。
しかし，これらの学校では工業科担当教員も，施設設
備も皆無であり教育課程も編成されていなかった。さ
らに 194 年 8 月の「学徒勤労令」の公布により，通
年の全学徒動員の措置が確立し，学校における実質的
な工業教育は転換校，既存校を問わず一様に全く停止
の状態に追い込まれた o (原 247 頁)
⑤ 高等工業教育機関の拡充
昭和初めの理工系の就職難とは様変わりし，日中戦
争が始まると軍需生産の本格化により，技術者の膨大
な需要が喚起された O 高等工業教育における修業期間
の短縮と収容学徒数の増加が大きな課題となった。
1938 年(昭和 13 年)には理工系卒業生の争奪合戦は
蟻烈を極め放置が許されない状況に至った。政府は国
家総動員法を発動し，この収拾に乗り出し，同法 6 条
に基づく学校卒業者使用制限令を公布し，学卒技術者
の重点配置を行うことにした O しかし 193 年には該
当卒業生 1万 20 人に対し 9 万人もの求人があり，
甚だしい混乱を生じた。これに対処して政府は理工系
大学，高等専門学校の拡張計画を立て，名古屋帝国大
学の新設，九州帝国大学理学部の開設，各帝国大学工
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学部の拡充，室蘭，久留米など官立高等工業学校 7校 成機関を最低 l カ年と改め，普通科目を廃止し，専門
の新設が行われた。この計画は産業界の技術者養成に 科目も現場での生産及ぴ実習を通じて授けることと
対する強い要望と資金面での支援によって実現され なった。(細谷 3 頁)
t::. o 
1938 年に王子製紙社長を引退した藤原銀次郎は私
財 80 万円を投じて慶応義塾と協議し塾長小泉信三を
学長に迎え，翌 39 年に藤原工業大学を開設した。
194 年(昭和 19 年) 4 月「教育に関する戦時非常措
置方策」を期に義塾に寄付され慶応義塾大学工学部と
なった。私立初の工業単科大学である藤原工業大学の
誕生に刺激を受けた玉川学園理事長小原因芳は興亜工
業大学を創設したが，学徒動員と空襲により全く授業
が行われないまま敗戦を迎えた。同校は戦後，千葉工
業大学と改称している o (原 251 頁)
(3) 技能者養成令と戦時下の職業教育訓練
満州事変以降，軍需産業の著しい発展と新産業の勃
興，技術の高度化等により熟練工に対する需要が増加
し，熟練工の養成が労働政策の重要な一面として重視
された。さらに日中戦争の勃発によりこの傾向は一層
強まり，機械工の養成が焦眉の急となった。重工業の
大工場では青年学校の他に機械工の短期養成施設を設
ける例が 1938 年頃から増えてきた O この年，商工省
は機械工養成所を新設し，厚生省も 1940 年(昭和 15
年}に幹部機械工養成所を設置した。
日中戦争の長期化とともに熟練工の不足は益々顕著
になり，恒久的な技能工養成の施策が求められるよう
になった。重工業部門の中堅職工の確保を目的として
193 年に「工場事業場技能者養成令」が公布され，
事業主に対して職場において従業員に一定の技能教育
を施すことを義務づけている。この制度は「国家総動
員法J に基づくもので厚生大臣の指定する事業に属す
る工場事業場で，年齢 16 才以上の男子労働者を常時
20 人以上使用するものは，一定員数の技能者養成を
義務づけられた。この技能者養成では養成機関は 3 カ
年と定められ技能訓練とともに徳性の酒養や知識教育
も含まれており，これまでの見習工教育を内容の面で
一層深化させたものと見ることができる o 1943 年に
入ると軍需生産の停滞，減退傾向が顕著になり，航空
機，造船，鉄鋼，軽金属などの工場事業場ではこの養
① 未熟練工の採用と工場内青年学校
日中戦争勃発後，軍需産業を中心とした重化学工業
の生産額は 1937 年(昭和 12 年)において全工場生産
額の 6割を占めるに至った。このような重化学工業の
進展は工場労働者の絶対数を激増させ，とりわけ機械
器具工業を中心とした男子労働者の増加が著しかっ
たO そこでは単純労働力ではなく熟練労働力に対する
需要が極めて旺盛であった。 昭和恐慌とその後の不況
期に失業していた熟練工は 193 年(昭和 8 年)頃ま
でにはほとんど吸収されてしまった。それ以降の熟練
労働力に対する新規需要は，未熟練工の採用とその教
育訓練によって対処しなければならなかった。それよ
り前，すでに 1920 年代後半から大企業では職工の新
規採用を主に高等小学校新卒の年少者に限定するよう
になっており，この見習工の教育訓練が重要な課題に
なっていた。折からの熟練工の採用難と相まって事業
所内で熟練工を養成するより他に方途がなくなってし
まった(協調会『徒弟制度と技術教育 j 1936 年 312
頁)。
1935 年(昭和 10 年)，青年学校令の制定により従
来別制度であった実業補習学校と青年訓練所が統合さ
れ「青年学校」が設置された。これまでこれらの教育
機関を設置していた事業所はもちろん，これを機に工
場内に青年学校を設置しようとする事業所も増加し
た。青年学校の本科では 5 年間に 510 時間の学科に対
して，教練は 350 時間となり青年訓練所の 350 時間よ
りも減少しているが，必ずしもこの青年学校の制度も
企業側からは歓迎されるものではなかった O それは企
業にとって最も重視されるべき職業科目の時数が 10
時間と僅少であることから職業教育訓練の機関として
不徹底であることによるものである。実際にも，これ
まで実業補習学校規定によっていたものが，青年学校
に変更せず，比較的自由な立場にある各種学校に組織
変えしたり，また別途に昼間あるいは夜間に授業を行
う乙種程度の実業学校の新設を試みたりしている例も
あった(協調会『徒弟制度と技術教育 j 1936 年 31
14 
頁)。また，関東地方の主要 10 工場はすべて青年学校 ょうとしたものである O ここでは熟練工それも多能工
本科を工場内に設置し，研究科も併置しているが，こ の養成が中心となっていた。(原 19 頁)
れらの青年学校は法定の時間数をはるかに超えて教育
訓練を行いその不足を補っていた。また日立製作所の
事業所内養成機関は技能者養成の観点からその特殊性
を主張し，内容が充実していることから「工業青年学
校」として 3 年制で認可されている(協調会『徒弟制
度と技術教育j 1936 年 370 頁)。技能者養成の観点か
らは青年学校規定の学科の時数とくに職業科の時数が
少なすぎるばかりでなく，それらが 5 カ年にわたるこ
とも適切ではなかった。私立青年学校の多くが青年学
校規定 7 条により 4 年制とし，さらに日立製作所のよ
うに 3 年制とするところも出てきた。(原 189 頁)
② 工場事業場技能者養成令
重化学工業化の進展は戦線の拡大に伴う徴兵の強化
と相まって男子労働力とくに熟練工の確保を一層困難
なものにした。大企業では事業所内養成の強化ばかり
でなく，臨時工を次第に常用化することによって基幹
的熟練工の確保につとめた。政府もこれに対応して各
府県の職業紹介機関に軍需労務要員の充足を優先的に
行うように指示している O また軍需工場に限って，工
場法の規定について特例を設け，年少者女子の就業時
間制限を緩和するなどの措置をとっている o 1938 年
(昭和 13 年) 4 月，国家総動員法の制定により広範な
国家統制が可能になると，労務の適正配置を図ること
を目的として，従来市町村の管轄の下にあった職業紹
介所を，労働行政機関として新たに設置された厚生省
の管轄下に置き，職業紹介とあわせて職業指導にもあ
たらせるようになった。また激化した企業聞の労働力
争奪を防止するために， 1938 年(昭和 13 年) 8 月
「学校卒業者使用制限令J，翌年 3 月には「従業者雇入
制限令」を制定し行政的な規制を行っている。こうし
たなかで，新規就業者の軍需産業への優先的就労とそ
の技能養成の促進のために， I学校技能者養成令J (昭
和 14 年 3 月勅令 130 号)と「工場事業場技能者養成
令J (同勅令 13 号)が公布された。後者のねらい
は，これまで主に大企業で実施されていた養成工制度
を一般の事業所にも拡げて，訓練施設の設置を義務化
し，事業所における組織的熟練工養成を一挙に拡大し
③ 技能者養成の実情
軍需生産の拡大とともに職工の争奪も激しさを増
し，熟練工養成に積極的に取り組む必要から，昭和
12 年に国立の機械工養成所が設置され，民間の養成
所にも補助金が支出されるようになった O 養成工で年
齢に該当するものは原則として青年学校本科に就学す
る義務を負うことになったが，養成令による養成工の
場合，養成期間中は青年学校の修身及び公民科，普通
科目，職業科の履修を免除する形で重複を整理してい
るが，教練の課程は免除されなかった o (隅谷・下
293 頁)
工場事業場技能者養成令による養成工は満 14 才以
上 17 歳未満の男子であって，高等小学校卒業もしく
は青年学校普通科修了が要件となっている O 青年学校
本科の義務制実施に伴い同令に基づく養成上の年齢に
該当するものも青年学校本科への就学義務を負うこと
になり，青年学校令によってようやく一元化した実業
補習学校と青年訓練所であったが，ここでまた青年学
校と同令による技能者養成とが二元化し，職場の教育
訓練が混乱することになった。これに対して厚生省は
技能者養成を青年学校の体系に包含させ，青年学校の
最初の 3年間を技能者養成令の趣旨によって実施し，
その後の 1--2 年を青年学校的な教育をすることに
よって両者を調整しようとした(昭和 14 年厚生省職
発 28 号依命通牒)。
大企業の多くは，厚生省の指導もあって事業所の青
年学校が養成令による教育を兼ねる形でこれに対応し
た。大企業においては完備した施設を持つ青年学校が
各地に次々と設けられたが，厚生省と文部省による二
重監督の弊害は避けられず，養成施設の整備充実とと
もにとかく学校教育的な色彩が強まり，生産から教育
が遊離し，現場と学校が離れてしまう危険が多々見ら
れた(淡路円治郎「中堅工養成の実情について J r工
業と経済j 87 号 1940 年 12 頁) 0 (原 195 頁)
昭和 14 年に技能者養成令が公布されると，大企業
の多くはすでに青年学校を設置しているところが多
かったことから，青年学校が技能者養成令による教育
近代職業教育訓練の生成と没落 145 
を兼ねることとした。日立製作所では目立工業青年学
校において技能者養成令に基づく中堅工員教育のため
の 3年間の実習教育と，青年学校令による 1年間の訓
練を行った。また，中島飛行機製作所では少年工とし
て採用された国民学校卒業者を，工場の中堅工員とし
て，また将来の指導者として教育する施設として青年
学校及び技術者養成所を設け，さらにこれらの施設の
課程を修了したものを収容し，専門学校程度の実力を
付与する工作法技術者特別養成所(工研生)が設けら
れていた。住友金属工業プロペラ製作所では，全員を
青年学校に入学させ，同時に技能者養成令による養成
工としての資格が得られるよう組織内容を一元化して
青年学校の運営をすることとした。青年学校の校舎を
独立させ実習場，寄宿舎を付設し，本科 4 年，研究科
1年の 5 カ年を青年学校の生徒として扱い，高学年に
進むにつれ次第に作業との関連を強め，中堅工員とし
ての技量を身につけさせている O
このように事業所内に設置された青年学校において
技能者養成令による教育を兼ねるようになると，養成
施設が孤島化し生産現場からの遊離が見られるように
なってきたこと，工場現場と学校との聞に対立関係を
生じ生産上の都合によって教育計画が撹乱されがちで
ある，養成の内容がとかく学科本位に傾き実技の指導
が無計画に流れつつある，学科偏重や教練万能に傾き
やすく実習教育訓練が不徹底になる等の問題が指摘さ
れるようになった(淡路円治郎『職業時報 j 5 巻 2 号
昭和 17 年)。
現場の実習と座学を統合して教育訓練のできるとこ
ろは従業員 500 名 ~1000 名以上の大企業に限られ，
実際に技能者養成令に基づく養成を行った事業場の数
はそれほど多くはなかった。同令に基づく熟練工養成
の成果は当初期待されたほどには上がらなかった。ま
た，技能者養成令の規定は常時 20 人以上を使用する
ものとあるだけで，個々の業態を考慮することが薄く
画一的な規定となっており，実情に沿わないところも
少なくなかった。(隅谷・下 298 頁)
④ 小規模事業所での技能者養成
養成令の適用のない小規模事業所では日中戦争勃発
以降も旧来の徒弟制度が厳然と存在し，何等の徒弟に
対する科学的組織的技能養成は企図されていなかっ
た。ところが戦時経済の進展のなかで，中小工場の多
くが大軍需工場の下請けとして，その生産体系の一環
に組み込まれると，中小工場の低い生産性そのものが
軍需生産全体の質と量，総体としての生産力を規定す
るという事態が発生し，中小工場における技能者養成
が改めて大きな課題となった。同時に，中小工場にお
いては労働力逼迫の状況のなかで徒弟ないし見習工の
募集確保が困難を極めていた O このような事態をふま
えて中小の事業所では工業組合を組織し，共同の教育
訓練施設を設け，組織的な職工養成を行うことが検討
された。この典型的な事例が大森機械工業徒弟学校で
ある O 昭和 13 年 12 月，見習工の保護育成及び一般労
務者の福利増進を目的として東京市大森区内の中小事
業者が大森機械工業徒弟委員会を設立し，専ら労務の
共同管理とりわけ見習い徒弟の募集斡旋，徒弟学校，
共同寄宿舎，栄養食共同炊事所及び病院の経営にあた
ることとした。大森機械工業徒弟学校は同委員会の事
業の一つであった (i 特集・大森機械工徒弟学校を見
るJ r実業教育j 2 巻 10 号 1940 年 5 頁)。なお，機
械器具工業関係の中小事業者による共同養成施設とし
ては，ほかに埼玉県の川口技能者養成所，浦和技能者
養成所，また東京鋳物工業組合，八王子鉄工機械工業
組合，直方機械工業組合，金沢鉄工機械工業組合など
の養成施設があった(協調会『労働年鑑』昭和 15 年
版 276 頁) 0 (原 195 頁)
(4) 労働市場の強制的組織化と職業補導事業
日中戦争勃発以降，軍需生産力増強をうけて労働力
需要は一層拡大し，その追加供給源は主に農村に向け
られた。農村は多数の軍事動員と軍需工場への労働力
の流出により，自らの生産力を維持することが困難と
なっていた。一方で多数の失業者も生じていた O 園内
向け民需品の製造工業が物資使用制限により絶滅また
は不況に陥り，輸出不振により輸出工業も深刻な不況
に陥っていることによるものである O これら不況産業
から労働力を軍需産業へ転換することは，それが機械
制大工場における規律訓練を欠いていることもあり，
困難を(半った。
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① 労働力需給の直接的規整
労働力の過不足が併存する労働市場の調整方策とし
て，職業紹介の国営化がなされた。失業対策事業とし
て大正 10 年に登場した職業紹介事業は，縁故募集を
中心とする日本の労働市場のなかでは，市町村の慈恵、
的施策として実施されてきたが 労働市場の逼迫のな
かで労働力の軍事的再編のための配置機関に転換する
ことになった。昭和 12 年 8 月「軍需労務要員充足に
関する通牒」を発し東京京都大阪など 8府県に
軍需労務斡旋所を設けている O また労働時間などに関
する労働保護法規の一部を緩和するなどして不足労働
力の補充に対する応急措置がとられた。翌日年 4 月
には「国家総動員法」が公布され，戦時労働力動員と
労働統制の法制化が進められた O 同法 2 条には技能
者養成の規定も含まれている O 時を同じくして「改正
職業紹介法」も制定公布されている o (隅谷・下
284 頁)
193 年(昭和 14 年)以降になると生産拡大による
労働需要と軍事動員との競合がさらに強まり，未熟練
工の充足すら困難になった O このような労働市場の逼
迫に対処するため 政府は労働市場の強制的組織化と
技能労働力の養成強化に乗り出した o 1938 年(昭和
13 年) 4 月の「改正職業紹介法j，同年 8 月の「学校
卒業者使用制限令j，193 年(昭和 14 年) 1 月の「国
民職業能力申告令j，同年 3 月の「従業員雇入制限令」
「工場事業場技能者養成令」 同年 7 月の「国民徴用
令j，1940 年(昭和 15 年) 2 月の「青少年雇入制限
令j，同年 1 月の「従業者移動防止令」などの国家総
動員法に基づく規制が次々と実施された O このうち工
場事業場技能者養成令は 多能的熟練工の養成を目指
したものであるが 大企業ではこの養成令による熟練
工養成コースだけでなく 青年学校令による教育を中
心とした速成的な単能工養成コースを設けるものが多
かった。また 1938 年以降は各地に官公立の短期養成
施設が設けられた o (原 203 頁)
② 民需の縮小と職業補導
日中戦争勃発以降，軍事産業の拡大が進む一方で，
中国貿易の途絶，船舶の不足，国民の消費節約と制
限，民需部門の大幅な縮小などにより，それらの生産
と流通に関わる多くの労働者が失業し事業者が廃業に
追い込まれた O 当初，これら失業者の多くは労働需要
の増大する軍需産業に吸収されたが，戦局の進展に伴
い国家総動員法に基づく「物資動員計画」が昭和 13
年 6 月に策定され，広範囲にわたる製品，原材料につ
いて製造並びに消費の禁止と制限が行われ，民需部門
は大幅に縮小を余儀なくされた O これによって生じる
休業，生産縮小，転業，廃業，失業に対して政府は適
切な救済策を実施しなければならなくなってきた。こ
の対策のなかに遊休労働力を軍需産業へ導入する一手
段として「職業補導」が取り上げられた。この職業補
導施設は離職者のうち主として青少年を対象として軍
需関係産業に必要な特定の知識，技能を短期間に修得
させる，速成工の養成を企図した O しかし，太平洋戦
争が始まり，徴兵等により職工が不足するにつれ技能
訓練を施す余裕がなくなり実質的に開庖休業となり崩
壊していった。
一方，戦局の進展に伴い各種の経済統制令が発動さ
れ，一般物品の製造制限，禁止，重要物資の配給統制
は一層強化された。このため転廃業に伴う失業問題は
一層深刻化していった。物資の不足，価格の公定，輸
出の不振等から中小商工業部門においては原料の不
足，利潤の低下等が著しく，生産の縮小，休業を余儀
なくされ，転廃業，失業問題はいよいよ深刻化するに
いたった。政府は，昭和 15 年 10 月の閣議で「中小商
工業に対する対策」を決定し，転業者の転換先を軍需
産業，付帯産業，満州開拓，中国，南洋その他海外へ
の移住進出，農業，土木などの事業に振り向けること
とした o (隅谷・下 308 頁)
一方で，軍需工業における労働力の不足はいよいよ
逼迫した状態に陥って来た。そのため政府は円滑な転
換を図るため 194 年(昭和 16 年) 2 月に職業紹介所
を国民職業指導所と改め，翌年 1月から各地に訓練期
間わずか 1 カ月の国民勤労訓練所を開設した。ここで
は職業転換を必要とするもののっち，速やかな転換が
困難なものを本人の希望により入所させ，必要とされ
る精神的並びに身体上の訓練を施すことになった。そ
れぞれ 10 名規模の収容人員を持つ訓練所が東京，
愛知，奈良，福岡に設置され，所要経費の全額を国が
補助し，厚生省の外郭団体である職業協会が運営にあ
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たった。そのほか各府県においても平均 3 カ所の訓練
所が設置され，年間 7 万人の訓練が行われた O しか
し，これらの訓練機関は名称こそ勤労訓練所であった
が，職業訓練や技能訓練を行うものではなく，勤労意
欲を高めるための精神的，肉体的鍛練を施すものにす
ぎなかった(村-上禎威『国民勤労訓練所.] 194 年 172
頁) 0 (原 214 頁)
③ 労務需給調整と勤労動員
昭和 16 年 12 月の「労務需給調整令J では，厚生大
臣の指定する重要事業場における自己都合退職，事業
主都合の解雇などはすべて国民職業指導所長の認可が
なければできないようになり，従業員の雇入れ，就
職，解雇，退職のすべてについて厳しい制約を設け
て，移動防止を徹底し，事実上の徴用と異ならないも
のとしている O 国民のなかに一人の不労者，有閑者，
無職者のないことを目的として，技能者，国民学校修
了者，一般青年に対する雇入れ制限と，さらに企業整
理による離職者に対する就職命令を大きな軸として，
労働力の配置規制が全面化され，強化されていった O
昭和 17 年 2 月の「重要事業場労務管理令」では，
重要事業場で働く労働者の作業時間，賃金などの労働
条件の適正化を図り，生産能率を高めるとともに，適
用事業場に労務管理官を送り込んで，労働市場での規
制だけでなく，事業場に直接立ち入り規制の強化を進
めた。昭和 18 年 7 月に労務調整法が改正され，女子
や 40 才以上の端子によって代替可能な指定職種につ
いて， 14 才以上 40 歳未満の男子の修業を禁止または
制限するとともに，女子の動員を徹底することによっ
て労働力の補充を行うことになった。昭和 20 年 3 月
には「国民勤労動員令」が公布され，根こそぎ動員体
制が確立された。こうしたなかで，労働力の質は次第
に無視され，労働力の量的確保だけが中心課題になっ
ていった。企業における技術水準は著しく低下し，企
業における労務管理体制や養成工制度を事実上，崩壊
させてしまった O 個人商庖主や零細企業従業員であっ
た徴用工，学徒，囚人，婦女子，外地労務者などの多
くは，企業組織のなかで一定水準の技能を確保するた
めの教育訓練を受けるには，時間的にも，また年齢的
にも，教育手法などの点からも初めから極めて困難で
あった。技能教育が困難で高い品質を求められる仕事
に就業させることができないことから，雑用や単純加
工などに充当されることになった O 石川島造船所では
昭和 18 年 5 月の時点で工員 950 人のうち 10 人程
が応召されており， 850 人弱が在籍していたが，そ
のうち 20 名は新規徴用者であった O またその他に
前橋刑務所の受刑者 30 人が使用されていた。さらに
昭和 19 年に入ると早稲田大学，明治大学などから 10
名余りが学徒動員されていた。(隅谷・下 317 頁)
(5) 技能者養成の空洞化と技能の温存
戦争の激化につれ，技能者養成令の規定した養成期
間を維持できなくなり，短期養成に切り替えられた O
生産力増強の要請が強まるが，その基礎となる技能者
養成の制度は内部から崩壊していった。一方で，高い
技能が軍需生産には不可欠であることから，その温存
も図られた O 兵力動員による企業の技能水準の低下
と，生産の質的後退を抑止するための国家的配慮で
あった。
① 技能者養成の特例
戦争の激化につれて，軍隊に招集される青壮年層が
激増し，現場の労働力構成は，転廃業者，徴用工など
中高年の素人工員の比率が高くなり 技能水準は著し
く低下することになった。このようななかで， 1943 
年(昭和 18 年) 10 月閣議において「技能者養成戦時
特例要項」が決定され これに基づいて厚生次官通牒
が発せられた。これは戦時特例により工場事業場にお
ける法定の技能者養成義務を免除するとともに，養成
工の教育訓練について特例を講じるものであった。非
常の措置として「養成令J による正規の 3 年の養成期
間を 1年に短縮するとともに極力座学を廃して養成方
法に弾力性を与え工場事業場の実情に即した養成を行
うことになった。こうして翌 194 年春には 1，2 年の
修了者も技能養成修了者とされ修了者数は一躍 13
万人にも達したが 生産力の増強が要請されればされ
るほど，技能者養成の体制は内側から崩れていった。
一般に 194 年(昭和 19 年)以降の徴用工，女子挺身
隊，動員学徒などに対する企業内教育は，技能教育と
はほど遠く，産業戦士としての精神教育の範囲を出る
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ものではなかった。このように技能養成の体制は崩壊
状態にあったが，一部には戦時体制下とはいえ企業の
生産力の根幹を維持するために技能養成が続けられた
例もあった。東京芝浦電気の養成所や日立製作所茨城
青年学校では幹部工員養成のための技術教育，技能教
育が学科と実習を伴ってこれまでと同様に継続して実
施されていた(隅谷・下 329 頁) 0 (原 219 頁)
② 技能者養成の空洞化
太平洋戦争の激化につれ技能養成令の規定した 3
年の養成期間を維持できなくなり，昭和 18 年には 1
年の短期養成に切り替えられた。生産力増強の要請が
強まることとは裏腹に，その基礎となる技能者養成の
体制は内側から崩壊していった。横須賀鎮守府管内の
軍工廠においても昭和 19 年の秋には教育の実施は一
般に停頓の状態となり，部下の育成に心を配る余裕が
なく工員の技量は低下の傾向にあり，勤労意欲もまた
振るわなかった O 管理者は，これを放置すると技量未
熟者が山積し，作業能率が上がらず，管理に混乱をき
たすことを懸念していた。労務供給源の枯渇の結果，
素人工の素質は一般に低下レ心身素質低格者の比率は
逐次増加の趨勢にあった。 (f 横須賀鎮守府勤労査察教
育班成果報告」昭和 19 年 12 月)本格的技能養成に代
わって採用されたのが単能工養成であった。ここでは
速成的な現場での教育方式がとられていた。
同様の状況は民間工場においても進行していた。日
立製作所では徴用工制度が始まった当初は， 2 カ月間
程度の予備的な座学，実習を施してから現場に配置し
ていたが，このような教育訓練も次第に期間が短縮さ
れていった O そのため現場においては極力作業を細分
化し単能機械に付けるようにしていた。日立製作所目
立工場は昭和 10 年当時 850 名程度であった従業員数
が， 20 年には 2 万 90 名と 3倍以上の増加を示して
いたが，一人当たりの生産額は急速に低下していっ
た。昭和 18 年以降の徴用工，動員学徒に対する教育
は技能教育とはほど遠く，精神教育の範囲を出ること
はなかった o (隅谷・下 32 頁)
③ 技能の温存
一方で、，企業は高い技能を持つものが軍需生産には
不可欠であるとしてその温存を図った。それは兵力動
員の結果，企業の技能水準が低下することから，生産
の質的後退を細小限に抑止するための国家的配慮でも
あった。工場内で直接の指導にあたる専任工員の指導
力が豊かであることがとくに重要であるとして役付工
の質に注目している O 生産力の中心的な担い手として
この要員を確保するため余人をもって代え難い技能労
働者，技術者，研究者などの招集免除，延期などの措
置ができるとされた。とくに昭和 19 年以降は航空機
の生産に従事するものに対する招集延期の措置がとら
れている O その他，入営延期制度，特別招集解除制
度，招集要考慮制度などの措置がとられた。この結
果，招集延期を受けたものは製造業において昭和 18
年に 10 万 40 人， 19 年には 2 万人， 20 年には 28
万人に達した。また 入営延期者数は製造業で昭和
19 年には 15 万人， 20 年には 3 万人となった。日立製
作所では，技能の優れたものについては極力招集免除
の措置をとり，熟練を要する部門に配置し，製品の品
質確保に務めた。職場の構成が単能工化すればするほ
ど，その生産力の維持と品質確保のために，指導的な
基幹職工が必要とされ，工場における技能養成の後退
を何らかの形でカバーしなければならなかった。東京
芝浦電気の養成所でも昭和 20 年 3 月において，なお
座学を継続し，中堅技能工の養成を継続し，技能水準
の低下を防いだ。
しかし大勢としては，軍需産業の比重が巨大化し，
技能者養成に対する要請が強まることとは裏腹に，軍
事的要請から制度として成立した「技能者養成」は，
明治以来の「養成工制度」そのものも含めて，養成訓
練の体制としての崩壊が進んだ。(隅谷・下 327 頁)
むすぴ
満州事変以降の戦時下の時期は「養成工制度」が本
格的に開花するとともに，急速に凋落していく劇的な
時期であり，そこから明治末年以降の発展も検討され
なければならない。
日露戦争後の国家財政の急激な膨張と，条約改正に
よる本格的な保護政策の導入，さらに外資の豊富な流
入により戦後の産業経済は大いに拡大した。生産力の
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発展に伴う技能の高度化，標準化への要請から，職種
の専門化が進み作業が分化し手工的熟練は解体
し，工場徒弟制も揺らぐことになった。
第 1次世界大戦中及び戦後の 6 年間，日本経済は急
速な発展，拡大を遂げるが，その内包する矛盾は一層
深刻化した O 好景気による労働力需要の増大は労働者
の激しい流動をもたらし，熟練工の維持，補充が著し
く困難になった。流動の拡大は労働者の企業に対する
帰属意識を希薄化させ 労働運動への労働者の関心の
高まりに対-する危機感からも企業の労働力養成に関す
る議論が高まった。この議論が企業内養成施設による
教育訓練として収赦していく O
しかし，第 1 次世界大戦後の戦後恐慌や 1924 年以
降の慢性的不況のなかで，成果がすぐには現れにくい
企業内技能養成は経費節減の対象とされた。失業問題
に見舞われた大正末期には 大量解雇により一定水準
の技能を持った熟練工が巷にあふれ，経費のかかる自
社養成よりも，巷の熟練工を採用した方がはるかに経
済的であった。また養成工に高い水準の訓練を施して
も，その後の処遇が適切でないと，企業外への労働移
動や労働運動に走る傾向も見られた。このため大規模
な事業所でも養成施設の廃止や，低コストの訓練組織
に改組するものも見られた。他方で 産業合理化に対
応した労働力が要請され 良質で知的技能的に企業の
要求を満たすとともに 労使関係の面でも企業の要望
に応えられる労働力の計画的な養成も求められた O
193 年(昭和 6 年)の満州事変勃発以降，熟練工
に対する需要が増加し 熟練工の養成が重視される O
さらに日中戦争の勃発と戦争の長期化に伴い恒久的な
技能工養成の施策が求められた。 193 年(昭和 14 年)
に「工場事業場技能者養成令」が公布され，事業主に
対して職場において従業員に一定の技能教育を施すこ
とが義務づけられた。これは「国家総動員法」に基づ
く工場事業場における技能者養成で，技能訓練ととも
に徳性の酒養や知識教育も含まれていた。この養成工
制度は戦時経済体制の下で飛躍的に拡大するが，戦局
は熟練工を直接兵力として徴発したため，養成期間は
急速に短縮され，熟練工養成の機能を果たせないま
ま，内容的には空疎化し太平洋戦争末期には崩壊し
た。なお，この養成工制度と表裏の関係で年功制と終
身雇用が形成される O 企業はコストをかけて養成した
熟練工を長期にわたって留めておくことが必要であ
り，それはまた労使関係の安定の面からの要請でも
あった O
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